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はじめに    

板橋区では、平成15（2003）年に、男女平等参画社会実現に向け板橋区男

女平等参画基本条例（以下「条例」という。）を制定しました。この条例では、

５つの基本理念を定め、区、区民、事業者・民間団体それぞれの責務を明らかに

するとともに男女平等参画社会実現のための行動計画の策定を義務付けています。  

区では、この条例に基づき、男女平等参画社会実現のための第四次板橋区行動

計画［計画期間：平成２３年度～2７年度）］（以下「第四次行動計画」とい

う。）を策定し、男女平等参画に関する施策を総合的・計画的に推進しています。  

  本書は、条例第８条に基づく実施状況報告書として作成したものです。 
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１ 計画の概要 

（１）計画の目的 

平成15（2003）年に制定した条例に基づき、男女平等参画社会の実現に向け

て総合的かつ計画的に施策を推進するために策定したものです。 

（２）計画の性格 

男女共同参画社会基本法に定める「市町村男女共同参画計画」に該当するもの

であると同時に、条例に規定する行動計画であり、「男女平等参画社会実現のた

めの第三次板橋区行動計画いたばしアクティブプラン」を継承、発展させるもの

です。 

また、めざす姿４の課題13～18及び施策の方向19～25を「板橋区配偶者暴力

防止基本計画」として位置付けています。 

（３）計画の期間 

平成23（2011）年度から平成27（2015）年度までの５か年です。 

（４）計画の理念（条例第３条） 

すべての区民が、個人としての尊厳を重んじられ、性別による差別的な取扱い

を受けることなく、個人としての能力を発揮し、ともに住みよいまちをつくる男

女平等参画社会の実現をめざして、条例に規定する５つの基本理念に基づき、男

女平等参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを

目的としています。 

①人権の尊重 

②個性や能力の発揮 

③活動方針を決定する過程への参画 

④多様な生き方の選択 

⑤家庭生活と社会活動の両立 

（５）計画の実施における重要な視点 

行動計画の施策・事業を実施するにあたっては、第三次板橋区行動計画策定後

の経済社会の変化や、国・東京都などの動き、区民・事業者等の意識、第三次板

橋区行動計画の進捗状況などを踏まえ、以下を重要な視点と位置付けています。 

①仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

②配偶者等からの暴力防止及び被害者支援の充実 

③生活困難を抱える人々への対応 

（６）めざす姿（目標） 

第四次行動計画では、板橋区がめざす男女平等参画社会の姿を、次の４つの

“めざす姿”として表現し、目標としました。 

①「男女平等参画」の意義を広く理解し、行動に結びつく社会 

②生涯を通じて男女が個性と能力を発揮し、安心して暮らせる社会 

③男女が仕事と生活の調和を保ち活躍できる社会 

④男女の平等と人権が尊重される社会 
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２ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 題 めざす姿 

「男女平等参画」の意義を

広く理解し、行動に結び 

つく社会 

男女が仕事と生活の調和を

保ち活躍できる社会 

生涯を通じて男女が個性と

能力を発揮し、安心して 

暮らせる社会 

計画を推進するための仕組み 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

行動に結びつく男女平等の意識づくり １ 

学校等における男女平等教育・学習の充実 ２ 

政策・方針決定過程等における女性の参画促進 ３ 

働く場における男女平等参画の推進 ４ 

さまざまな困難を抱える男女が安心して生活できる環境づくり ５ 

高齢期に安心して生活できる環境づくり ６ 

生涯にわたる心とからだの健康支援 ７ 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及・推進 ８ 

育児や介護を行う区民が働き続けやすい環境の整備 ９ 

子育て・高齢者・障がい者を支援する福祉サービス等の充実 10 

男女がともに家庭生活を担うための支援 11 

男女がともに地域活動に参画するための支援 12 

女性に対するあらゆる暴力を許さない社会へ向けた啓発・教育 13 

性別等に基づくあらゆる人権侵害や暴力等への対応 19 

人材育成の推進 18 

関係機関等との連携推進 17 

ＤＶ被害者が自立するための支援 16 

緊急時における被害者の安全確保と適切な支援 15 

ＤＶ被害者の立場に立った相談体制の構築 14 

計画の推進体制の充実 方策１ 

板橋区における男女平等参画の推進 方策２ 

男女の平等と人権が尊重 

される社会 
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点線内は、板橋区における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画」に該当する範囲を示します。 

施策の方向  

１ 男女平等意識の普及・啓発 

２ 男女平等推進センター スクエアー・Ｉ（あい）の機能充実・活性化 

３ 学校、幼稚園、保育園等における男女平等意識の形成 

４ 教育に携わる者の男女平等意識の向上 

５ 政策・方針決定過程等への女性の参画拡大 

 

６ 男女の均等な機会と待遇の確保促進 

７ 多様な能力の発揮を可能にするための支援 

８ ひとり親家庭等が安心して生活できる環境づくり 

９ 高齢者の安心した生活に向けた支援 

10 生涯を通じた男女の健康づくり支援 

 

11 ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進 

12 ワーク・ライフ・バランス推進のための環境整備 

13 ワーク・ライフ・バランスを推進する企業・事業所を社会的に評価する仕組み構築 

14 多様なライフスタイルに対応した子育て支援 

15 子育てに関する相談支援 

16 高齢者・障がい者とその家族を支援する福祉サービスの充実 

17 男女が協力して家事・育児・介護等を担うための支援 

18 地域活動への参画促進 

 

19 女性に対する暴力の防止に向けた啓発の推進 

20 早期発見へ向けた仕組みづくり 

21 ＤＶ相談体制の強化・充実 

22 ＤＶ被害者の一時保護 

23 自立生活再建のための支援体制 

24 関係機関等との連携推進 

25 相談等に関わる人材の育成 

 

26 性別等に基づく人権侵害の防止 

27 メディアへの対応 
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３ 評価の目的・対象 

（１）評価の目的 

条例第８条で定める行動計画について、区が取り組むべき施策・事業等につい

て各課が自己評価（一次評価）を行うとともに、条例第14条第2項により男女

平等参画推進本部が総合的に最終評価（二次評価）を行い、評価結果を次年度以

降に反映させていくことで進行管理をしています。 

なお、平成２６年度に男女平等参画審議会による評価(外部評価)の見直しを行

い、従来、単年度ごとに実施していた外部評価については、次期行動計画の策定

に向けて現行動計画の計画期間５年間を総括して評価する形に改めました。これ

を踏まえ、平成２７年８月には男女平等参画審議会より２７年度見込みを含めた

5年間の総括評価である「『男女平等参画社会実現のための第四次行動計画 い

たばしアクティブプラン』の実施結果に関する評価」と、それを反映させた「男

女平等参画社会実現のための第五次行動計画（仮称）の策定に関する基本的な考

え方」の２つの答申を受け、平成２８年３月「男女平等参画社会実現のための板

橋区行動計画 いたばしアクティブプラン２０２０」を策定しました。 
 

（２）評価の対象 

第四次行動計画（平成23年度～平成27年度）の平成27年度の実施結果を評

価します。 
 

４ 評価の種類・方法・流れ 

（１）評価評語と定義 

第四次行動計画の推進体制の充実を図るために、各取組（事業等）が計画にお

けるめざす姿（目標）の達成及び課題の解決に向け、どのように効果があったか、

下記の①②により評価を実施します。 

① 一次評価（所管課による自己評価） 

「第四次行動計画一次評価表（平成27年度評価）」により所管課が51の

「取組」ごとに自己評価を行います。 

また、従来「男女平等の視点による評価」よりも「事業達成の評価」に偏

りがちであったことを勘案し、本評価では「男女平等参画の視点から寄与し

たか(寄与度)」、「計画期間中（23年度～27年度）における事業等の達成

状況(達成度)」をそれぞれ検証したうえで総合評価を行います。 
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■所管課による｢取組｣に対する評価評語及び定義 

⑴男女平等参画の視点から寄与したか  

評価評語 定義 

Ａ 男女平等参画を著しく進めた工夫等があった。 

Ｂ+ 男女平等参画をより進めるための工夫等があった。 

Ｂ 男女平等参画を進めるための工夫等があった。 

Ｂ- 男女平等参画を進めるためにさらなる工夫が必要である。 

Ｃ 男女平等参画への工夫が不十分であり、取組の内容を見直す必要がある。 

⑵計画期間中（23年度～27年度）における事業等の達成度における評価  

評価評語 定義 
Ａ 事業等は、計画を超えて（100％以上）進捗している。 

Ｂ+ 事業等は、計画どおり（90％～100％未満）進捗している。 

Ｂ 事業等は、概ね計画どおり（70％～９０％未満）進捗している。 

Ｂ- 
事業等は、計画に遅れ（70％未満）が生じていたり、他の要因から計画の変

更・見直しや繰り延べが必要になっていたりしている。 

Ｃ 見直し等により事業終了となった。 

※一次評価［⑴と⑵の総合評価］ 

評価評語 定義 

Ａ 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決に著しく寄与し、かつ効

果的に進捗している。 

Ｂ+ 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決に寄与し、かつ順調に進

捗している。 

Ｂ 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決に寄与し、概ね計画どお

りに進捗しているが、やや工夫の余地がある。 

Ｂ- 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決にさらなる改善を要し、

計画の変更・見直しや繰り延べが必要である。 

Ｃ 取組の内容・事業を見直す必要がある。 
 

②二次評価（男女平等参画推進本部による評価） 

一次評価の結果から、男女平等参画推進本部が「取組」「課題」「めざす姿」

の評価を行います。評価結果は、公表するとともに、次年度以降（次期行動

計画）に反映し、ＰＤＣＡサイクルを機能させていきます。 

■推進本部による｢取組｣に対する評価評語及び定義 

評価評語 定義 
Ａ 取組の推進に最適な内容(手段)で、優れた実績があった。 

Ｂ+ 取組の推進に合致した内容(手段)で、効率的に実施されている。 

Ｂ 取組の推進に概ね合致した内容(手段)であるが、工夫の余地がある。 

Ｂ- 取組の推進に概ね合致した内容(手段)であるが、積極的な改善を求める。 

Ｃ 取組の推進につながっておらず、内容(手段)を見直す必要がある。 

■推進本部による｢課題｣・｢めざす姿｣に対する評価評語及び定義 

評価評語 定義 
Ａ 課題解決（めざす姿の達成）に向けて進捗している。 

Ｂ+ 課題解決（めざす姿の達成）に向けて進捗しているが、さらなる拡充が期待される。 

Ｂ 課題解決（めざす姿の達成）に向けて概ね進捗している。 

Ｂ- 課題解決（めざす姿の達成）に向けて、さらなる改善が求められる。 

Ｃ 課題の解決（めざす姿の達成）につながっておらず、不十分である。 
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（２）評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 評価結果集計 

 

（１）一次評価結果の集計 

所管課による自己評価では、51の「取組」に関わる延べ107の課が自らの所管する

事業について評価をしました。結果は以下のとおりです。 

 

               （単位：延べ107の所管課が行った自己評価の件数） 

評価評語 めざす姿１ めざす姿２ めざす姿３ めざす姿４ 合  計 

Ａ 10 17 15 20 62(57.9％) 

Ｂ+ 6 12 9 5 32(29.9％) 

Ｂ 2 3 2 3 10( 9.3％) 

Ｂ- 1 1 0 1 3( 2.8％) 

Ｃ 0 0 0 0 0( 0.0％) 

計 19 33 26 29 107(100.0％) 

 

 

 

 

行動計画の推進、事務事業の実施【前年度４月～３月】 

一次評価（行政の内部評価）【４月】 

行動計画に位置付けた取組（事業等）の所管課による自己評価 

二次評価（行政の最終評価）【７月】 

※男女平等参画推進本部で最終評価を決定 

 

公表【８月】、評価結果を次年度以降（次期行動計画）に反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※男女平等参画推進本部：男女平等参画施策を総合的に企画し、進行管理、実施結果の評価 

並びに調整を実施。区長主宰のもとに、副区長及び板橋区組織規則に定める部長、教育長、 

保健所長、会計管理者、教育委員会事務局次長、選挙管理委員会事務局長、常勤の監査委員、 

監査委員事務局長、区議会事務局長をもって構成する。 
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（２）二次評価結果の集計 

男女平等参画推進本部による二次評価では、51の「取組」、19の「課題」と４

つの「めざす姿」を評価しました。結果は以下のとおりです。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「取組」では「A」と「B+」で72％強、「課題」では「A」と「B+」で79％弱、

「めざす姿」では「A」と「B+」で75％となっています。 

 

 

 

評価評語 めざす姿１ めざす姿２ めざす姿３ めざす姿４ 合  計 

Ａ 3 4 3 7 17(33.3％) 

Ｂ+ 5 6 4 5 20(39.2％) 

Ｂ 4 4 2 3 13(25.5％) 

Ｂ- 1 0 0 0 1( 2.0％) 

Ｃ 0 0 0 0 0( 0.0％) 

計 13 14 9 15 51(100.0％) 

 

 

 

評価評語 

平成２６年度評価 平成２７年度評価 

取組 課題 めざす姿 取組 課題 めざす姿 

Ａ 10(19.6％) 3(15.8％) 0( 0.0％) 17(33.3％) 5(26.3％) 0( 0.0％) 

Ｂ+ 29(56.9％) 10(52.6％) 3(75.0％) 20(39.2％) 10(52.6％) 3(75.0％) 

Ｂ 9(17.6％) 5(26.3％) 1(25.0％) 13(25.5％) 3(15.8％) 1(25.0％) 

Ｂ- 2( 3.9％) 1( 5.3％) 0( 0.0％) 1( 2.0％) 1( 5.3％) 0( 0.0％) 

Ｃ 1( 2.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 

計 51(100.0％) 19(100.0％) 4(100.0％) 51(100.0％) 19(100.0％) 4(100.0％) 

前年度と比較すると、「取組」では「Ａ」「Ｂ」が増え、その他の評語が減り、 

「課題」では「Ａ」が2つ増え、「Ｂ」が２つ減りました。「めざす姿」では増減 

なしでした。 

 

評価評語 

めざす姿 

課題              

取組   

   

Ａ 17(33.3％) 5(26.3％) 0( 0.0％) 

Ｂ+ 20(39.2％) 10(52.6％) 3(75.0％) 

Ｂ 13(25.5％) 3(15.8％) 1(25.0％) 

Ｂ- 1( 2.0％) 1( 5.3％) 0( 0.0％) 

Ｃ 0( 0.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 

計 51(100.0％) 19(100.0％) 4(100.0％) 

二次評価の前年度比較 

全取組に対する評価 



施策の方向: (１)男女平等意識の普及・啓発

寄
与
度

達
成
度

総
合

区民まつりや成人の
日のつどい等、多く
の区民が集まる場に
おける普及・啓発活
動の展開
男女社会参画課

年代や状況等に応じ
た効果的な普及・啓
発方法の工夫
男女社会参画課

2

実践につ
ながる地
域の課題
解決支援

ＤＶ講座等、地域で
課題を共有し解決に
つなげる取組の実施
男女社会参画課

・ＤＶ防止セミナー
参加者:10人
・大学祭での意識啓
発
来場者:1,865人（男
336人　女1,263人
子ども266人）

・ＤＶ防止セミナーを開
催し、区民向けの意識啓
発をを実施しました。
・区内５大学の大学祭に
出展し、学生等の若年層
に対しＤＶ啓発物品を配
布するなど意識啓発を実
施しました。

Ａ B B+

近年低年齢化する
デートＤＶを地域の
課題と捉え、大学祭
での啓発活動に加
え、若年層の保護者
が子どものデートＤ
Ｖを未然に防止する
ことを目的とした講
座を開催しました。

B

若年層のＤＶを防止
するために、保護者
を対象とした講座を
開催できました。地
域の課題解決につな
がる講座となりまし
たが、参加者が少な
かったことが今後の
課題です。

メ-ルマガジン、携帯
サイト等多様な通信
媒体の活用
男女社会参画課

ホームページや情報
誌の見直し・充実
男女社会参画課

チラシ・パンフレッ
ト等の配布方法の見
直し
男女社会参画課

「男女共同参画週
間」や「女性に対す
る暴力をなくす運
動」期間等に戦略的
なPRを実施
男女社会参画課

６　平成２７年度　実施状況と評価

めざす姿１  「男女平等参画」の意義を広く理解し、行動に結びつく社会
二次評価

B
　認知度や女性委員比率向上という課題はあるものの、啓発や教育により「男女平等参画」の意義を理解するといった「めざす姿
１」に向け概ね進捗しているためＢとしました。
　平等参画基本条例や男女平等の意識についての普及・啓発活動は、多くの区民が集まる様々な機会を捉え精力的に実施していま
す。区内大学等との連携も着実に実績を積み重ねているほか、小中学校においては、男女混合名簿作成が計画期間２年目で100％達
成した後も「人権教育プログラム」を中心に男女平等意識の形成に努めています。
　しかしながら、平成26年度に実施した「板橋区男女平等に関する意識・実態調査」（以下、平成26年度「意識・実態調査」とい
う。）では、条例やセンターの認知度が低く、第四次行動計画最終年度までに、めざす姿の成果指標について目標値を達成できま
せんでした（39ページ参照）。27年度は、調査結果を踏まえ、新たに「男女共同参画週間」などで本庁舎イベントスペースを利用
した普及・啓発展示を実施しました。今後も工夫を凝らし｢男女平等参画」の意義を広め、条例等の区民認知度の向上を図ります。
　政策・方針決定過程等における女性参画については、区では審議会委員等の女性委員比率を40％にするという目標を掲げていま
す。毎年30％前後で推移し、27年度は前年度よりも比率が向上したとはいえ、目標値には到達しませんでした。地域において女性
の活躍は見られるものの、政策・方針決定過程への女性の登用はまだまだ少ないのが現状です。
　今後は、「男女平等参画社会実現のための板橋区行動計画　いたばしアクティブプラン2020（以下「いたばしアクティブプラン
2020」という。）」のめざす姿2「男女がわかりあえるまち」の各施策・事業を通じ、男女平等参画の意識づくりや政策・方針決定
過程等における女性参画拡大に取り組んでいきます。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

課題１ : 行動に結びつく男女平等の意識づくり
二次評価

B
　男女平等の意識啓発については、区民まつりや成人の日のつどい、区内大学の大学祭など、多くの区民が集まる機会を捉えて啓
発活動を行い、様々な媒体を利用して周知に努めています。条例の認知度やセンターの認知度が低いといった、平成26年度「意
識・実態調査」結果を踏まえ、本庁舎のイベントスペース利用した展示等新たな取組も行いましたが、今後も一層の工夫を凝らし
ながら意識啓発や情報提供に取り組んでいきます。
　登録団体をはじめとした区民との協働については一定の成果はありますが、今後一層の裾野拡大に努めます。男女平等推進セン
ターの相談事業については、女性健康支援センターとの隣接配置によって開設した「女性のための相談窓口」についての周知を中
心に、区民に広く利用されるよう情報提供を行っていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

1

板橋区男
女平等参
画条例の
理念の理
解と定着

・区民まつり
　２日間［来場者数
525人
 男129人 女234人 子
ども162人]
・成人の日のつどい
(区内18地区)[啓発物
品配付数740］
※配布数は、各地区
参加見込み成人者数
の３割程度

・区民まつりでは、基本
条例のパネル掲出を実施
しました。
・成人の日のつどい会場
で啓発物品を配布し普
及・啓発活動に取り組み
ました。
・その他、セミナー等事
業開催時に積極的に条例
パンフレット等を配布し
ました。

B+ B+ B+

・区民まつりでは、
区職員とセンター登
録団体ボランティア
が協働して、来場者
に対して条例理念の
紹介ができました。
・成人の日のつどい
ほか当課主催事業以
外でも、啓発資料配
布を依頼するなど、
着実な啓発普及活動
ができました。

B

区民が集まる機会を
捉えて啓発物品やパ
ンフレットの配布を
行い、普及・啓発に
努めています。しか
しながら、平成26年
度意識・実態調査結
果の認知度を踏まえ
るとさらなる工夫が
必要と考えます。

3

より効果
的な普
及・啓発
のための
手法の検
討・活用

・区公式ツイッター
及び男女社会参画課
公式ツイッターによ
るツイート:18回
・センターだより発
行:１回
・区民向け「ICity～
あいしてぃ～」発行:
２回
・職員向け「推進
二ュース」発行:２回
・本庁舎イベントス
ペースでの展示:２回
・本庁舎内広告付き
電子表示板による啓
発活動:２回

・区や課のツイッター、
広報いたばしやホーム
ページでＰＲ、区民向け
情報誌・職員向けニュー
スの発行など、多様な媒
体を活用し啓発しまし
た。
・「男女共同参画週間」
や「女性に対する暴力を
なくす運動」期間中に
は、本庁舎イベントス
ペースを利用した展示
や、本庁舎内広告付き電
子表示板にて啓発活動を
行いました。

Ａ Ａ Ａ

・紙媒体を利用した
手法と並行して、ツ
イッターやお知らせ
希望者へのEメール送
信、ホームページへ
の公開など、効果的
な情報発信に取り組
みました。また、
「男女共同参画週
間」や「女性に対す
る暴力をなくす運
動」期間中は、本庁
舎イベントスペース
を利用してＰＲ活動
を行うことができま
した。

B+

啓発発行物の回数増
加や、本庁舎イベン
トスペースを利用し
て啓発展示を行うな
ど、積極的な周知活
動ができました。今
後も、新しい媒体を
活用し、効果的な情
報発信に努められる
よう工夫を凝らしま
す。

10



寄
与
度

達
成
度

総
合

大学との協働推進
男女社会参画課

商連、産連等との連
携
男女社会参画課

施策の方向: (２)男女平等推進センター　スクエアー・Ｉ（あい）の機能充実・活性化

寄
与
度

達
成
度

総
合

センターのあり方を
検討する体制づくり
男女社会参画課

講座等の企画内容・
実施方法の見直し
男女社会参画課

区民が交流・学習す
る場としての機能充
実
男女社会参画課

センター及び事業の
周知・情報発信の充
実
男女社会参画課

女性健康支援セン
ター等との連携推進
男女社会参画課

区民との協働による
企画・事業等の実施
男女社会参画課

いたばし男女平等
フォーラムの実施
男女社会参画課

「センターだより」
の発行
男女社会参画課

7

男女平等
推進セン
ター登録
団体への
支援

男女平等推進セン
ター登録団体への支
援
男女社会参画課

･登録団体連絡会を年
３回
･Ｉ(あい)サロンの実
施(７～３月)
･登録団体交流会主催
の男女共同参画週間
行事への協力(９つの
イベント)

登録団体連絡会等を通じ
て活発な意見交換を行う
ことで区と登録団体との
連携強化を図りました。
区主催事業及び登録団体
主催事業への相互協力を
行いました。

Ａ B+ B+

数年前から始まった
事業が恒例化できて
きました。団体への
一方的な支援という
よりも相互協力がで
きています。

B+

登録団体連絡会では
活発な意見交換が行
えました。今後も相
互協力・協働が進む
よう団体の活動支
援、育成に努めま
す。

4

大学や町
連、商
連、産連
等と協働
で進める
意識づく
り

・いたばしI（あい）
カレッジ前期
受講者:36人、５回、
延べ149人
・「いたばし good
balance 会社賞」募
集チラシ配付数
板橋法人会（6,000
部）、板橋産業連合
会（500部）、社労士
会板橋支部（50
部）、東京商工会議
所板橋支部（100部）

・いたばしＩ（あい）カ
レッジ前期で東京家政大
学との共催により『戦後
70年、女と男の歴史と文
化』を実施しました。
・東京商工会議所板橋支
部、産業連合会、板橋法
人会及び社労士会板橋支
部の協力を得て、企業に
対し情報発信をしまし
た。

Ａ B+ B+

・東京家政大学との
共催により、基礎的
な講座を実施し、啓
発を進めることがで
きました。
・「いたばし good
balance 会社賞」の
実施にあたり、東京
商工会議所板橋支部
等に協力を得て、広
く企業等に周知する
ことができました。

B

大学との共催で実施
した講座は受講生が
多く集まり活発なも
のとなりました。商
連や産連等との連携
については、今後、
チラシ配付だけでは
ない協働方法を検討
していきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

5

センター
活性化へ
向けた取
組

・センター登録団体
との連絡会議:３回
・いたばし男女平等
フォーラム:１回
・区民協働企画講座:
３回
・いたばしＩ（あ
い）カレッジ:前期５
回、後期６回
・センターだより:１
回発行（5,000部）
・ICity～あいしてぃ
～２回発行
・男女共同参画週間
の登録団体企画をサ
ポート:９団体、延べ
参加者:149人
・女性健康支援セン
ターと連携して、大
学祭で普及啓発活動
を実施５大学、参加
者1,865人

・男女平等推進センター
登録団体との連絡会を年
３回開催し、センター活
性化に向けた協働につい
て、タイムリーな情報交
換を行っています。
・女性健康支援センター
等との連携により、大学
祭出展を実施すること
で、若年層に対しても普
及・啓発活動を実施して
います。

Ａ Ａ Ａ

・男女平等推進事業
の一部業務委託が軌
道にのり、啓発効果
の高い推進事業を実
施することができま
した。
・センター登録団体
交流会の代表者等と
も、随時積極的に意
見交換を行い事務事
業へ反映させること
ができました。

Ａ

相談室と女性健康支
援センターを隣接配
置し「女性のための
相談窓口」とするこ
とで、相談者の利便
性を高めることがで
きました。男女共同
参画週間団体企画が
26年度に引き続き実
施され、登録団体と
の意見交換も増える
など登録団体との関
係も活性化していま
す。

6
区民との
協働推進

・区民協働企画講座
３企画実施（応募数
７団体中３団体を選
定）
・男女平等フォーラ
ム参加者:160人
・センターだより１
回発行（5,000部）

・企画案公募により区民
協働企画講座を年３回実
施しました。
・公募区民と運営メン
バー会議を８回開催し、
フォーラムの企画・運営
を協働で行いました。
・区民公募の編集委員と
編集会議を９回開催し、
情報誌を発行しました。

Ａ Ａ Ａ

・区民協働企画講座
は企画案を公募する
ことで、ジャンルの
異なる講座を実施で
きました。
・男女平等フォーラ
ムは、知名度の高い
講師を迎えること
で、150名以上の方に
参加いただきまし
た。
・センターだより
は、シングルマザー
の話題を取り上げ、
この問題を考える
きっかけづくりがで
きました。

Ａ

登録団体をはじめと
した区民との協働は
順調に進んでいま
す。区民協働企画へ
の応募も多く様々な
ジャンルの講座を実
施できました。

二次評価

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

11



寄
与
度

達
成
度

総
合

専門相談の実施
男女社会参画課

相談方法・相談時間
等の検討・見直し
男女社会参画課

相談事業の周知
男女社会参画課

施策の方向: (３)学校、幼稚園、保育園等における男女平等意識の形成

寄
与
度

達
成
度

総
合

教材・カリキュラム
の充実
指導室

幼稚園教材・カリ
キュラムの充実
指導室

東京都教育委員会人
権尊重教育推進校の
申請
指導室

小・中学校での男女
混合名簿の推進
指導室

保育園教材・カリ
キュラムの充実
保育サービス課

教材の使い方を含
め、保育の中で男女
の隔たりがないよ
う、配慮していま
す。

男女平等の視点に立っ
て、教材の購入をしてい
ます。また、男女の隔た
りなく接するよう取り組
んでいます。

Ａ Ａ Ａ

教材購入や子どもに
対する接し方など男
女平等の意識をもっ
て保育にあたってい
ます。

施策の方向: (４)教育に携わる者の男女平等意識の向上

寄
与
度

達
成
度

総
合

教員研修の充実
指導室

教育課程・校内研修
体制の充実
指導室

幼児教育に関わる教
員研修の充実
指導室

8
相談体制
の充実

・総合相談件
数:1,465件
・ＤＶ専門相談件
数:138件
・女性のための働き
方サポートとフェミ
ニスト相談件数:86件

今年度より、フェミニス
トカウンセリングを「女
性のための働き方サポー
トとフェミニスト相談」
に変更し、働く女性のた
めの相談を開設しまし
た。移転により女性健康
支援センターと隣接配置
となって「女性のための
相談窓口」を開設しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

「女性のための働き
方サポートとフェミ
ニスト相談」を開設
したことによって、
自立した女性のサ
ポートを行えるよう
になりました。また
女性健康支援セン
ターと隣接配置と
なって女性を包括的
にサポートできるよ
うになりました。

Ａ

改編による新たな相
談事業の実施や「女
性のための相談窓
口」開設など、女性
を包括的にサポート
できるようになりま
した。今後も窓口の
周知をはじめ、区民
に必要な情報が届く
ように努めます。

課題２ : 学校等における男女平等教育・学習の充実
二次評価

B+
　小中学校においては「人権教育プログラム」を中心に男女平等意識の形成に努めています。保育園等でも教材等の使い方を含め
男女平等の意識を持って子どもたちに接しています。引き続き、教職員等が研修等により正しい知識を身につけることにより、接
する子どもたちが固定的な性別役割意識にとらわれない価値観を持つことができるよう取り組んでいきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

9

生徒、児
童、園児
等の男女
平等意識
の向上

・板橋区人権教育推
進委員会:６回
・小中学校での授業
研究:２回
・男女混合名簿作
成:100％

「人権教育プログラム
（学校教育編）」（平成
27年３月東京都教育委員
会作成）を教育委員会訪
問等で活用しました。

Ａ Ａ Ａ

・定例校長会におい
て、男女混合名簿と
男女別名簿の作成及
び利用の意義につい
て周知を図りまし
た。
・幼児・児童・生徒
の教育活動全体にお
ける人権教育を通じ
た男女平等意識の向
上をめざす指導資料
として「平成27年度
人権教育指導資料－
第26集－」を作成し
ました。

B+

男女混合名簿につい
ては、目標達成後も
引き続き利用の意義
について周知を図っ
ており、目的に応じ
た利用が行われてい
ます。男女平等につ
いては、人権教育プ
ログラムの中で取り
組んでいます。保育
園でも男女平等の意
識を持って子ども達
に接しています。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

・東京都教育委員会
実施の人権教育研究
協議会の板橋区立学
校園の参加率:98％
・人権教育全体計画
及び年間指導計画に
おける男女平等教育
の視点での取組の位
置付け:全学校園での
位置付け

・人権教育研究協議会へ
の参加を促すとともに、
各種研修等において「人
権教育」の内容を設定し
ました。
・委員会訪問等で各学校
園における人権教育に関
わる指導・助言を行いま
した。

Ａ Ａ Ａ

協議会への参加率は
昨年と同様です。人
権教育の全体計画及
び年間指導計画に位
置付けられた男女平
等教育の視点の取組
の改善に向けた指導
助言を訪問した55校
園に実施し、職員へ
の啓発を図ることが
できました。

教職員に対し人権教
育の一環として、男
女平等教育の視点や
男女平等参画につい
て、研修・啓発等を
行っています。今後
も、研修等で学んだ
ことを実践につなげ
ていきます。

B+

評価

評価理由

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

教職員等
へ向けた
意識啓発
の促進

10

12



寄
与
度

達
成
度

総
合

保育士研修の充実
保育サービス課

保育園職員研修（平
成27年６月11日）参
加者:69名

講演会において啓発を実
施しました。

Ａ Ａ Ａ

平成27年度保育士研
修を通して男女平等
参画の啓発を行うこ
とができました。

幼児教育等に関わる
職員研修の充実
子ども政策課

児童館職員研修（職
務研修:平成27年６月
９日）参加者:27名

児童館職員に対して、男
女平等参画の視点を入れ
た職員研修を実施しまし
た。

B B+ B+

職務研修として、
「子どもたちに命の
大切さを伝える意
義」を実施し、男女
が共同して子育てす
ることの大切さを再
認識しました。

施策の方向: (５)政策・方針決定過程等への女性の参画拡大

寄
与
度

達
成
度

総
合

女性委員比率40％に
向けた積極的な取組
男女社会参画課

平成28年４月１日現
在の割合:31.6%
(委員会数:79)
[内訳]
・法律・条例により
設置されているも
の:28.7%(委員会
数:29)
・設置要綱等、長の
諮問機関として設
置:33.1%(委員会
数:50)

「付属機関等における女
性の参画状況調査」実施
時の通知文で、行動計画
における目標値（女性委
員比率40%以上）を明記
し、目標の達成に向け協
力を強く依頼しました。

B B- B-

平成27年４月１日現
在に比べると、1.1ポ
イント上昇し31%を超
えましたが、目標値
には届きませんでし
た。取組内容につい
ても所管課への通知
や依頼にとどまり、
積極的な取組が行え
ませんでした。

女性委員比率40％に
向けた積極的な取組
総務課

31.6%

男女社会参画課と連名
で、全課長宛に「付属機
関等への積極的な女性委
員登用の促進について」
を通知しました。通知に
は、女性比率増に向けた
取組事例を4項目盛り込み
ました。

B B- B-

26年度と比較し、女
性委員比率が向上し
ました（30.5%→
31.6%）。

いたばし・タウンモ
ニター制度
広聴広報課

区民と区長との懇談
会
広聴広報課

【前頁と同じ】教職
員に対し人権教育の
一環として、男女平
等教育の視点や男女
平等参画について、
研修・啓発等を行っ
ています。今後も、
研修等で学んだこと
を実践につなげてい
きます。

B+

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

課題３ : 政策・方針決定過程等における女性の参画促進
二次評価

B-
　男女平等参画社会実現のためには、様々な分野において女性の参画を進め、男女が対等な立場でそれぞれの意思を公平・公正に
表明し、責任を分かち合うことが必要であり、そのためにも政策・方針決定過程等における女性委員比率の向上が極めて重要で
す。区では審議会委員等の女性委員比率を40％にするという目標を掲げています。毎年30％前後で推移し、27年度は前年度よりも
比率が向上したとはいえ、目標値には到達しませんでした。今後は、次期行動計画のもと、目標達成に向けた積極的な取組を進め
ます。
　地域においても、いろいろな場面で女性は活躍しています。地域における女性リーダー育成と活用については、意識啓発に向け
た取組を進めていますが、町会・自治会や産業連合会、商店街連合会においては、会長や役員・理事等方針決定過程への女性の登
用はまだまだ進んでいないのが現状です。今後も情報提供などを通じ意識啓発に努めます。

推薦及び募集時には、地
域センター長に男女比及
び年齢構成に関してお願
いしています。

B+ B+

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

タウンモニター数:男
30名・女20名
区民と区長との懇談
会:男166名・女97名
（6回開催）

11

審議会等
への女性
の参画促
進

B-

前年度に比べ微増し
たものの、女性委員
比率は目標値に届き
ませんでした。充て
職や推薦母体となる
団体の自主性など、
一律に取り扱うこと
が難しいといった課
題はありますが、今
後も、積極的な取組
を行えるような仕組
みづくりを検討して
いきます。

12 B+

平成27年度の参加者
の男女比は、概ね目
標の40％を達成して
います。

B+

男女比は概ね目標値
を達成しています。
今後も区民の区政参
加と意見反映機会の
充実に努めます。

区民の区
政参加・
意見反映
機会の充
実

教職員等
へ向けた
意識啓発
の促進

10

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

13



寄
与
度

達
成
度

総
合

いたばしアイカレッ
ジ等意識改革・動機
づけにつながる取組
男女社会参画課

・いたばしＩ(あい)
カレッジ前期【全５
回】:参加者延べ149
人、後期【全６回】:
参加者延べ75人

前期は、東京家政大学女
性未来研究所との共催で
男女平等参画基礎講座
を、後期は、働く女性を
メインターゲットにキャ
リアアップ講座を実施し
ました。

Ａ Ａ Ａ

前期は、大学との共
催で、様々なフィー
ルドで活躍中の講師
を迎えることができ
ました。前期･後期を
通じて参加者の実践
行動意識を高めるこ
とができました。

町会連合会における
女性参画の推進
地域振興課

・女性部会の開催:１
回
・女性部研修の開催:
１回
・町会連合会の広報
紙「いたばし町連」
への女性部活動記事
掲載:２回

・部会では区民まつりの
参加内容や女性部研修等
について協議しました。
・各支部で活動している
女性を対象とした研修会
を実施しました。(参加人
数33名)
・町連女性部の様々な活
動を「いたばし町連」で
紹介しました。

Ａ Ａ Ａ

・研修会への参加を
通じて、女性が地域
活動を行う上での見
聞を広めるととも
に、参加者同士の交
流や情報交換が行わ
れました。
・区民まつり(区民お
どりの提供)は、700
名余りの女性が参加
する予定でしたが、
降雨予報のため中止
となりました。

産業連合会における
女性参画の推進
産業振興課

商店街連合会におけ
る女性参画の推進
産業振興課

女性リー
ダーの育
成と活用

B

町会や商店街等地域
では、女性部会や研
修が実施され、女性
が活発に活動してい
ます。しかしなが
ら、会長や役員・理
事等への女性の登用
はまだまだ少ないの
が現状です。今後も
情報提供などを通じ
意識啓発に努めま
す。

産業連合会…役員会
（理事会・参与含む
約80人）隔月１回開
催
(商店街連合会)理事
会(60人)役員会(10
人)毎月１回開催

産業連合会並びに商店街
連合会は、役員会・理事
会において出席者に対
し、適宜女性参画推進に
ついて説明を実施してい
ます。

B B- B

産業連合会では、女
性を理事や参与に登
用し、商店街連合会
では、女性役員の登
用があります。商店
街連合会では、女性
部を設置しており、
女性の活躍の場が増
えています。

13

取　組 取組の
実施方法

評価

評価理由
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

14



施策の方向: (６)男女の均等な機会と待遇の確保促進

寄
与
度

達
成
度

総
合

女性の就業確保や男
女雇用機会均等法等
の遵守などに関する
普及・啓発
男女社会参画課

ポジティブ・アク
ション推進に向けた
普及・啓発
男女社会参画課

女性の就業確保や男
女雇用機会均等法等
の遵守などに関する
普及・啓発
産業振興課
(公財)産業振興公社

ポジティブ・アク
ション推進に向けた
普及・啓発
産業振興課
(公財)産業振興公社

二次評価

B+

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

めざす姿２  生涯を通じて男女が個性と能力を発揮し、安心して暮らせる社会

14

企業・事
業所への
普及・啓
発

･いたばしgood
balance会社賞を実施
し、２社を表彰しま
した。

･いたばしgood balance会
社賞を実施し、表彰企業
の取組を紹介しました。
･男女雇用機会均等月間
(６月)において広報誌1面
でPRを行いました。

B+

　就労や起業、自立支援や健康づくりなど各取組は「めざす姿２」に向けて進捗していますが、職場環境の整備のため一層の連携
が行われることを期待してＢ+としました。
　性別・年齢等に関わらず、生涯を通じて、その能力を遺憾なく発揮でき、健康で安心して暮らせる社会をめざして、様々な事業
を実施しています。
　就労関係については、女性の就業確保や男女雇用機会均等法の遵守に向けたセミナーやパンフレットによる普及・啓発を実施し
ていますが、平成26年度「意識・実態調査」では職場で男女の地位が平等になっていると感じる人の割合は19.2％と目標値50％を
大きく下回るなど、職場の環境整備が不十分という実態がうかがえました。関係各課・機関と連携により企業・事業所等への働き
かけも含め、効果的な啓発が行えるよう努めていきます。女性の就労や起業については、27年度は東京しごとセンターと共催で全
５回制のプログラムを実施したほか、男女平等推進センターの相談事業を改編し｢女性のための働き方サポートとフェミニスト相
談」を開設するなど新たな取組も行っています。今後も関係各課・機関との連携により実践的で満足度も高い講座を実施し、相談
を充実していきます。
　ひとり親家庭の自立に向けた就労支援や経済の安定に向けた支援、高齢期の生活に向けた支援については、ほぼ順調に進捗して
います。健康づくりに向けた各種取組についても、27年度より、乳幼児を持つひとり親世帯等の区民が安心して検診を受診できる
よう一時見守り付の子宮がん検診を実施するなど、健康で安心して暮らせる社会づくりをめざし、積極的に取り組んでいます。ま
た、女性健康支援センターを中心に、女性の生涯を通じた健康づくりについての啓発・支援が順調に進捗しています。
　今後は、いたばしアクティブプラン2020のめざす姿1「女性が活躍できるまち」の各施策・事業を通じ、企業等における環境の整
備や、女性の就労と能力向上に向けた支援、女性の経済的自立と生活安定に向けた支援などに取り組んでいきます。また、めざす
姿３「安心で安全に暮らせるまち」の各施策・事業を通じ、心とからだの健康支援について取り組んでいきます。さらに、子ども
の貧困、ひとり親家庭や生活困窮家庭などの課題については、同じく28年度を初年度とする「板橋区次世代育成推進行動計画　い
たばし子ども未来応援宣言2025（以下「いたばし子ども未来応援宣言2025」という。）」や「板橋区地域保健福祉計画　地域でつ
ながる　いたばし保健福祉プラン2025（以下「地域でつながる　いたばし保健福祉プラン2025」という。）」の中で区として総合
的に取り組んでいきます。

課題４ : 働く場における男女平等参画の推進
二次評価

B
　男女雇用均等法の制定・改正や女性活躍推進法の成立など法制度的には女性の就業に関する機会均等と待遇は飛躍的に改善され
てきたにもかかわらず、平成26年度「意識・実態調査」の結果からは職場環境整備が不十分という実態も見受けられます。職場の
環境改善には企業・事業所等への働きかけが重要ですが、現状ではパンフレット配布やセミナーの実施にとどまっています。今
後、男女社会参画課や産業振興課等関連各課が連携し、産業団体や東京商工会議所等関係機関等と協力しながら効果的に取り組め
る方策を検討していきます。
　女性の就労や起業に向けての支援については、東京しごとセンター共催で全５回制のプログラムを実施したほか、男女平等推進
センターの相談事業を改編し｢女性のための働き方サポートとフェミニスト相談」を開設するなど新たな取組も行っています。今後
とも参加者の満足度の高い実践的な講座を実施し、相談を充実していきます。

「いたばしgood
balance会社賞」の案
内パネル・パンフ
レットなどを公社主
催事業で展示・配布
しました。

「いたばしgood balance
会社賞」の案内パネル・
パンフレットなどを公社
主催事業で展示・配布す
るなど、企業等に向け情
報提供を行っています。

B B B

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

B+ B+

表彰式会場でのパネ
ル展示やホームペー
ジ、リーフレット、
広報誌、センターだ
より等を使って普及･
啓発に取り組むこと
ができました。

B

区内企業に対して直
接アプローチできる
少ない機会に効果的
に啓発できるよう工
夫しました。企業・
事業所への働きかけ
が重要であるため、
今後も様々な方法・
手段を検討していき
ます。

区内企業に対して直
接アプローチする機
会は少ないですが、
その少ない機会でも
効果的に啓発できる
よう工夫しました。

15



施策の方向: (７)多様な能力の発揮を可能にするための支援

寄
与
度

達
成
度

総
合

15
若者の自
立に向け
た支援

区内大学と協働で取
り組むキャリア講座
の検討
男女社会参画課

東京家政大学女性未
来研究所と共催で、I
（あい）カレッジ前
期を実施。（全５
回）参加者数:延149
人

「戦後70年、女と男の歴
史と文化」と題し、文
学・社会・美術・音楽・
まちづくり等の視点か
ら、連続講座を実施しま
した。

B+ B+ B+

様々なフィールドで
活躍中の講師を迎
え、多様な能力の発
揮につながる講座を
実施することができ
ました。

B

区内大学との協働
で、多様な能力の発
揮につながる講座を
実施することができ
ましたが、若者(大
学生)の参加を促す
周知はできませんで
した。

就労に向けたノウハ
ウやビジネススキル
を身につける講座等
の実施
男女社会参画課

ハローワーク等との
連携
男女社会参画課

就職支援セミナー
産業振興課

ハローワーク等との
連携
産業振興課

資格取得支援事業
（能力開発支援）
産業振興課
(公財)産業振興公社

起業に向けた支援
産業振興課

より実践的なスキー
ムの検討
産業振興課

起業支援セミナーの
実施
産業振興課

産業団体等との連携
による情報提供
産業振興課

起業支援セミナーの
実施
男女社会参画課

女性のための起業家
入門講座(全２回)
参加者数:21人、17人

起業の基礎についての講
義と、ロールモデルとな
る起業家と交流できる
ロールモデルカフェを行
いました。

Ａ Ａ Ａ

ロールモデルと起業
希望者とでお茶とお
菓子を楽しみながら
カフェのような和や
かな雰囲気で交流で
き、好評でした。

18
就労に関
する相談
の充実

就労に関する相談や
カウンセリングの充
実
男女社会参画課

女性のための働き方
サポートとフェミニ
スト相談　件数:86件

相談業務において、女性
のための働き方サポート
とフェミニスト相談を開
設しました。

Ａ B B+

従来の「カウンセリ
ング」とは違い、
「相談」としたこと
で件数は減りました
が、働き方について
の相談も受けられる
ようになり、女性の
経済的な面での自立
をサポートできるよ
うになりました。

B

男女平等推進セン
ターの相談内容を改
編し、女性の働き方
をサポートする相談
を設けました。キャ
リア・カウンセリン
グは前年に比べ件数
は男女ともに減少し
ました。今後とも周
知に努めていきま
す。

16

女性の就
職・再就
職に向け
た支援

・女性のための再就
職支援セミナー(全3
回)参加者数:14人、
12人、12人
・女性再就職サポー
トプログラム(全5回)
参加者数:18人、18
人、19人、19人、19
人
・子育て女性向けセ
ミナー　参加者数:17
人

育児・出産・介護等で退
職した女性が再就職する
ための講座を、産業振興
課および東京しごとセン
ター女性しごと応援テラ
スとの共催で実施しまし
た。

Ａ

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

・就職支援セミナー
（５回開催のうち１
回は男女社会参画課
共催で女性のみ対象
※女性再就職支援セ
ミナー延べ38名参加
・ハローワークとの
連携（面接会２回、
連絡会議１回、チラ
シの配布依頼）、面
接会求職者:延べ82人
・宅建講座:39人・
ファイナンシャルプ
ランナー３級講座:52
人・簿記３級講座:26
人

・求職者向けセミナーで
就活支援します。「若年
者向け」(39歳以下の男女
が対象)を４回、男女社会
参画課共催「女性再就職
向け」を１回実施しまし
た。「女性再就職向け」
は自己理解と応募書類の
書き方、イメージアップ
講座を実施しました。
・ハローワーク池袋等と
の共催で若者を対象に面
接会を実施しました。
・公社事業として宅建・
ファイナンシャルプラン
ナー３級・簿記３級取得
支援講座を実施しまし
た。

B+ B+ B+

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

単なる体験談の共有
にとどまらず、より
実践的な起業支援を
めざして事業計画書
の作成指導を行いま
した。これにより受
講者の創業に対する
志が一層明確になっ
たとともに、満足度
も高くなりました。

B B+

・東京しごとセン
ターと共催したセミ
ナーは、定員に対し
参加者数が多く、好
評でした。
・産業振興課と共催
した「女性のための
再就職支援セミ
ナー」については、
参加者が少なく、広
報力の不足を感じま
した。内容について
は好評でした。

B+

東京しごとセンター
との共催により実践
的なプログラムを実
施できました。参加
者数の少ない講座に
ついても、満足度は
高い結果となってい
ます。今後も関係機
関との連携により効
果的な事業を実施し
ていきます。

B+

起業ノウハウ説明や
事業計画書作成指導
など実践的な講座で
ありながら、和やか
な雰囲気で交流でき
る講座を実施できま
した。今後も参加者
増をめざします。

昨年に引き続き女性
再就職支援セミナー
を実施しました。前
年度と比較すると参
加人数が大幅減とな
り集客に苦戦しまし
たが、セミナーアン
ケートでも満足度が
高かったことから寄
与度・達成度ともに
B+としました。

B+

17
女性の起
業に向け
た支援

男女社会参画課共催
の「女性のための起
業家入門講座」(全2
日間)を実施。参加
者：延べ38名

土曜午後２日間を使用し
て女性起業家が自身の体
験について講演を行うほ
か、企業活性化センター
長が起業ノウハウについ
て説明。

Ａ B

16



寄
与
度

達
成
度

総
合

18
就労に関
する相談
の充実

キャリア・カウンセ
リング
産業振興課

毎週火・木曜日（祝日・
年末年始を除く）午後1
時～午後5時　99回開
催:延べ134人（男性65
人、女性69人）就職決
定者：12人

キャリアカウンセラーの資格
を有する者が個別の面談を
実施。カウンセラーは男女
各１名（火：男、木：女）を配
し、相談者の希望に添える
よう対応しています。また周
知にあたっては、サポステや
関連部署、区施設を通じ、
チラシ・ポスターを配布しま
した。

B B B

男女のカウンセラー
から相談者に向けた
コメントをちらしに
掲載するなど相談し
やすい環境を整えま
した。相談者数は前
年度より減少しまし
たが、女性の利用率
は51％と半数以上で
推移し女性の就職支
援にも寄与できまし
た。

B

【前頁と同じ】男女
平等推進センターの
相談内容を改編し、
女性の働き方をサ
ポートする相談を設
けました。キャリ
ア・カウンセリング
は前年に比べ件数は
男女ともに減少しま
した。今後とも周知
に努めていきます。

施策の方向: (８)ひとり親家庭等が安心して生活できる環境づくり

寄
与
度

達
成
度

総
合

ひとり親家庭自立支
援訓練費助成事業
福祉事務所

ひとり親自立支援プ
ログラム策定事業
福祉事務所

再就職支援セミナー
（福祉枠）
男女社会参画課

福祉枠参加:該当なし

福祉事務所へ福祉枠の推
薦を依頼しましたが、推
薦該当者が出ませんでし
た。

B B- B-

27年度の女性のため
の再就職支援セミ
ナーは、再就職準備
段階の動機づけ的な
意味合いのあるセミ
ナーであったため、
すぐに就労自立をし
たい方には向かず、
該当者がありません
でした。

障がい者就労援助の
充実
障がい者福祉課

就職者数:69人

雇用促進事業として障が
い者雇用を検討している
事業主を対象に、職業相
談会を開催しました。パ
ネル展示や体験実習等も
同時に行い、来場者数を
増やす工夫をしました。

B B B

男女平等参画の視点
に配慮して事業を行
い、就職者数を増や
すことができまし
た。雇用促進事業に
ついても、気軽に来
場できる工夫を行
い、事業のＰＲを行
うことができまし
た。

児童扶養手当の支給
子ども政策課

児童扶養手当:3,795
人（内　父子家庭191
人）

児童育成手当の支給
子ども政策課

児童育成手当:5,284
人（内　父子家庭258
人）

母子及び父子福祉資
金
福祉部管理課

女性福祉資金
福祉部管理課

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

課題５ : さまざまな困難を抱える男女が安心して生活できる環境づくり
二次評価

B+
　ひとり親など生活上困難に陥りやすい女性の増加や、高齢単身女性の相対的貧困率が高いという実情もあり、女性が長期的な展
望に立って働くことができるような自立に向けた就労支援や相談などを行っています。経済の安定や生活の安定に向けた支援につ
いては、ニーズを注視しながら継続的に事業を実施しています。今後も、様々な困難を抱える男女が安心して生活できる環境づく
りに寄与するため、男女平等の視点に配慮しつつ取組を進めます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

評価

評価理由

19
自立に向
けた就労
支援

・教育訓練給付金支
給:6件
・高等職業訓練促進
給付金支給:14件・プ
ログラム策定:13件

ひとり親家庭の母及び父
の就業自立に向けた支援
を行っています。

B+ B+ B+

取組の
実施方法

B

ひとり親家庭等の自
立に向け、男女平等
参画の視点に配慮し
ながら各種の就労支
援策を進めていま
す。再就職支援セミ
ナーの福祉枠につい
ては見直しが必要と
考えます。

20
経済の安
定に向け
た支援

ひとり家庭等の支援策と
して、継続的に事業を実
施しました。

Ａ Ａ Ａ

児童扶養手当法と板
橋区児童育成手当条
例に基づき、ひとり
親家庭等の生活の安
定自立と児童福祉の
増進に向け手当の支
給をしました。

B+

手当や資金貸し付け
を行い、ひとり親家
庭等の経済的安定に
寄与しています。

平成27年度実績【東
京都母子及び父子福
祉資金】・貸付実
績:662件381,572,930
円【女性福祉資
金】・貸付実績:7件
4,430,000円

母子及び父子家庭や女性
の方々が経済的自立と安
定した生活に向けた支援
（貸付け・生活相談）を
行いました。母子及び父
子世帯や女性への貸付け
を行いました。

Ａ B+ Ａ

経済的な理由により
修学困難な方に対
し、修学金を貸付け
する等、自立や安定
した生活を構築する
ための支援を行うこ
とができました。

ひとり親家庭の自立
に向け、各種の就労
支援策を進めまし
た。

17



寄
与
度

達
成
度

総
合

母子生活支援施設
子ども政策課

ひとり親家庭ホーム
ヘルプサービス
子ども政策課

障がい者生活介護施
設の整備
障がい者福祉課

障がい者地域自立生
活支援相談・セミ
ナー
障がい者福祉課
障がい者福祉セン
ター

知的障がい者グルー
プホームの整備促進
障がい者福祉課

母子生活支援施設
福祉事務所

ひとり親家庭ホーム
ヘルプサービス
福祉事務所

福祉総合相談
福祉事務所

住宅情報ネットワー
ク
住宅政策課

保証人等債務保証制
度の紹介
住宅政策課

総合相談
男女社会参画課

総合相談件数:1,465
件

電話または面談で、相談
に応じています。

Ａ Ａ Ａ
相談員の丁寧な対応
により、相談件数が
年々増えています。

国際交流員・語学ボ
ランティアによる通
訳・翻訳
文化・国際交流課
(公財)板橋区文化・
国際交流財団

通訳
①国際交流員対応:56
件
②語学ボランティア
対応:48件
翻訳
①国際交流員対応:87
件(A４用紙 158枚)
②語学ボランティア
対応:86件(A４用紙
157枚)
※件数は事業全体

主管課の要請に応じて、
国際交流員や語学ボラン
ティアが、窓口や学校等
で日本語が十分でない区
内在住の外国人に対して
通訳や翻訳等の支援を行
いました。新規事業（マ
イナンバーなど）で制度
案内の翻訳を急ぐ場合
は、国際交流員・語学ボ
ランティアで調整し迅速
に対応ができました。

B+ B+ B+

通訳・翻訳事業を推
進することで、行政
サービスの充実につ
ながり「困難を抱え
る男女が安心して生
活できる環境づく
り」に寄与しまし
た。

Ａ Ａ

・「母子生活支援施
設」居室提供の状
況:24世帯56名
（４月１日現在/他区
の提携１施設の利用
も含む）
・「ひとり親ホーム
ヘルパー派遣」:23世
帯　延べ利用回
数:754回
・「福祉総合相談」
年間相談件数:32,552
件

施設入所による住居の確
保、ホームヘルプサービ
ス提供による就労・生活
支援、福祉総合相談によ
る問題解決を図っていま
す。

Ａ Ａ

Ａ

・母子施設への生活
支援や自立支援を行
うために、継続して
事業を実施しまし
た。それぞれの家庭
に応じた生活支援に
より、男女平等参画
に寄与しました。
・ホームヘルパーは
各家庭の状況に応じ
て派遣しており、ひ
とり親家庭の生活の
安定に寄与していま
す。

・民間事業者開設:１
か所（定員20名）
・相談件数:3,464件
・各種セミナー:241
名参加
・知的障がい者グ
ループホームの整
備:4か所

障がい者の日中活動の場
や居住の場を民間事業者
の参入促進を進めていま
す。また、障がい者の日
常生活や福祉サービス、
権利擁護など様々な内容
の相談に応じています。

Ａ Ａ Ａ

障がい者の自立促進
と安定した地域生活
を支えるために、日
中活動の場の確保と
ともに、地域での居
住を実現するグルー
プホームの整備で計
画値を超えた実績が
ありました。

「母子生活支援施
設」居室提供の状況
24世帯56名（４月１
日現在/他区の提携1
施設の利用も含む）
［ひとり親家庭ホー
ムヘルパー派遣］23
世帯　延べ利用回数
754回

［母子生活支援施設］２
施設において、様々な事
情を抱えた母子に対し、
生活再建や自立に向けた
生活支援全般を福祉事務
所と連携して実施しまし
た。なお、このうち、区
立母子生活支援施設につ
いては、老朽化のため27
年10月から移転改築工事
を行っています。
［ひとり親家庭ホームヘ
ルプサービス］福祉事務
所が窓口となり、小学校
就学前の児童を育てるひ
とり親家庭に対し、各家
庭の状況に応じてホーム
ヘルパーを派遣しまし
た。

母子家庭・ひとり親
家庭の生活の安定に
寄与しています。

・ネットワーク成約
件数:1,061件
・債務保証成約件
数:10件

窓口及び電話での相談や
受付の他、区内役150店舗
の不動産店でもステッ
カー等で制度の周知を図
りました。

Ａ Ａ Ａ

関係部署と連携して
の支援体制が整って
きており、長年の取
組が成果を上げてい
ます。

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価

21

Ａ

ひとり親家庭や障が
い者、外国人等様々
な困難を抱える区民
に対し、相談やサー
ビス等の支援を行
い、生活の安定に寄
与しています。

B+
生活の安
定に向け
た支援

18



寄
与
度

達
成
度

総
合

21
生活の安
定に向け
た支援

外国語版母子健康手
帳の交付
健康推進課

交付実績83件（英語
37、中国語39、ハン
グル語1、タガログ語
１、スペイン語１、
タイ語３、ポルトガ
ル語０、インドネシ
ア語１）

妊娠届出書に必要な国の
母子手帳希望欄を設け、
日本語の理解が困難な妊
婦・乳幼児の保護者に対
し無料で配布しました。

B+ B+ B+

健康福祉センター等
の健診や育児相談時
にも活用していま
す。

B+

【前頁と同じ】ひと
り親家庭や障がい
者、外国人等様々な
困難を抱える区民に
対し、相談やサービ
ス等の支援を行い、
生活の安定に寄与し
ています。

施策の方向: (９)高齢者の安心した生活に向けた支援

寄
与
度

達
成
度

総
合

シルバー人材セン
ターの充実
長寿社会推進課

アクティブシニア就
業支援センター
長寿社会推進課

おとしより相談セン
ター（地域包括支援
センター）の拡充
おとしより保健福祉
センター

新たに設置する熊野
及び清水地域の受託
法人決定及び開設準
備。

プロポーザル方式による
事業者選定及び区民への
周知等。

B+ Ａ Ａ

予定どおり２か所の
センターが平成28年
４月１日開設しまし
た。

福祉総合相談（再掲
21）
福祉事務所

年間相談件数:
32,552件

福祉に関するあらゆる相
談を受け付けています。

Ａ Ａ Ａ
相談者の問題解決に
寄与しています。

住宅情報ネットワー
ク（再掲21）
住宅政策課

居宅支援協議会の設
立
【H25追加の取組】
住宅政策課

保証人等債務保証制
度の紹介（再掲21）
住宅政策課

在宅高齢者食生活支
援事業
健康推進課

一般高齢者向け介護
予防事業
健康推進課

課題６ : 高齢期に安心して生活できる環境づくり
二次評価

B+
　高齢者の就労に向けた支援、生活サポート体制の充実、地域社会への参画支援を通して、高齢期に安心して生活できる環境づく
りを行っています。いずれの施策もほぼ順調に進捗しています。今後も、高齢者の増加が見込まれる中、女性が男性より相対的に
長寿であることから高齢者人口に占める割合が高く、高齢者施策の影響を受けやすいという実情も勘案して男女平等の視点に立ち
一層の充実に努めます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

22
高齢者の
就労に向
けた支援

再就職支援講座（２回
開催）参加者数：男71
人、女53人　計124人
合同就職面接会（２回
実施）参加者数：男83
人　女58人　計141人
シルバー登録会員数：
男1,950人　女1,055人
計3,005人

・国の緊急雇用制度を活用
し、高齢者の就業開拓を強
化しました。
・アクティブシニア就業支援
センターのホームページに
センターが開拓した求人情
報を掲載することにより、求
職者への利便性を確保しま
した。

B+ B+ B+

企業の求人意欲は引
き続き旺盛であり、
雇用環境は改善して
います。

B+

雇用環境の改善もあ
り、高齢者の就労支
援はほぼ順調に進捗
しています。

23
生活サ
ポート体
制の充実

Ａ

生活サポート体制の
充実に向けて、順調
に取り組んでいま
す。今後もサポート
体制の充実に努めま
す。

・ネットワーク成約
件数:1,061件
・債務保証成約件
数:10件
・居住支援協議会に
おいて27年10月より
相談窓口の設置
相談件数:54件

・窓口及び電話での相談
や受付の他、区内役150店
舗の不動産店でもステッ
カー等で制度の周知を図
りました。
・居住支援協議会の相談
窓口は、高齢者総合相談
窓口に設置することで、
連携を取りやすくしまし
た。

Ａ Ａ Ａ

関係部署と連携して
の支援体制が整って
きており、長年の取
組が成果を上げてい
ます。

・在宅高齢者食生活
支援事業:４回51人
（男性６人）
・一般高齢者向け介
護予防事業、元気シ
ニアの栄養教室:13回
227人（男性127人）

・在宅高齢者食生活支援
事業　ネットワーク会議
年４回（講習会を含
む）、情報紙の発行年３
回
・一般高齢者向け介護予
防事業、元気シニアの栄
養講座、５健康福祉セン
ターで実施。

Ａ Ａ Ａ

・在宅高齢者食生活
支援事業、情報紙は
広く男女に読まれて
います。
・一般高齢者向け介
護予防事業、半数以
上は男性です。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
二次評価
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寄
与
度

達
成
度

総
合

世代間交流促進
子ども政策課

19館延18回実施、
1,922名参加

イベントを通じて、高齢
者と子どものふれあう機
会を作り、高齢者の孤独
化防止、地域社会への参
画を図っています。

B B+ B+

子どもは高齢者の体
験を学び、高齢者は
子どもとふれあい、
地域社会に参画する
機会を得ることがで
きました。

いこいの家活用促進
長寿社会推進課

ふれあい館活用促進
長寿社会推進課

グリーンカレッジ
長寿社会推進課

（仮称）シニア活動
センターの開設
長寿社会推進課

シニア世代の社会参
加に関する総合的な
支援等の推進
長寿社会推進課

施策の方向: (１０)生涯を通じた男女の健康づくり支援

寄
与
度

達
成
度

総
合

区民一般健康診査
健康推進課

国保特定健康診査・
特定保健指導
健康推進課

後期高齢者医療健康
診査
健康推進課

健康づくり協力店の
充実
健康推進課

がん検診
健康推進課

成人歯科検診
健康推進課

在宅高齢者食生活支
援（再掲23）
健康推進課

一般高齢者向け介護
予防事業（再掲23）
健康推進課

24
地域社会
への参画
支援

B+

子どもとのふれあい
や施設の活用によ
り、高齢者の地域社
会への参画支援は順
調に進捗していま
す。

・いこいの家
利用者数:103,892人
・ふれあい館
利用者数:406,248人
・グリーンカレッ
ジ：教養課程:232
人、専門課程:228
人、大学院:66人、卒
業生企画による板橋
グリーンカレッジ公
開講座（２回）:305
人
・シニア世代活躍促
進事業による講座
（就労支援セミ
ナー・絵本読み聞か
せ講座等）:138人
・地域入門体験講
座:30人

・いこいの家のあり方を
検討し、高齢者が多世代
と交流し憩える場の整備
に取り組みました。
・ふれあい館では、講座
の内容や講師の充実を図
り、多くの方にご来館い
ただけるよう取り組みま
した。
・（仮称）シニア活動セ
ンターについては、高島
平地域グランドデザイン
の具体化に向けた取り組
みを進める中で再検討す
る方向で計画変更されて
いるため、社会参画・社
会貢献活動に資する事業
を先行実施。
・シニア世代の活躍する
人材を育成するという視
点で、新たに「就労支援
セミナー」や「絵本読み
聞かせ講座」を実施しま
した。

Ａ B+ B+

・いこいの家の機能
の見直しについて利
用者と利用団体に対
して説明会を実施し
ました。
・徳丸ふれあい館の
カーペット改修工事
により、２か月間部
分休館、完全休館を
行ったため、利用者
数が減少しました。
・「絵本読み聞かせ
講座」は、定員の４
倍の申し込みがあ
り、受講生のうち女
性が９割超と高い割
合となりました。

二次評価

Ａ
　男女が互いの身体的差異の特徴を理解しあい、人権を尊重しつつ、相手に対する思いやりをもって生きていくことは男女平等参
画社会の形成にあたっての前提となっています。男女を問わず、全ての区民が生涯を通じ健康に過ごせるよう、様々な取組や健康
に関する正しい理解の促進を計画的に行っています。また、平成27年度より乳幼児を持つひとり親世帯等の区民が安心して検診を
受診する機会を提供するために一時見守り付子宮がん検診を実施しています。
　女性健康支援センターを中心に、女性の生涯を通じた健康づくりについての啓発・支援が順調に進捗しています。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

25

生涯を通
じた健康
づくり支
援

・区民一般健康診査
受診者数：88,543人
・国保特定健康診査
受診者数:45,854人
・後期高齢者医療健
康診査　受診者
数:29,134人
・健康づくり協力店
の充実、新規16店舗
加入、延べ560店舗
・がん検診　受診者
数：123,484人（胃・
大腸・肺・乳・子
宮・前立腺・喉頭が
ん・胃がんリスク）
・成人歯科検診　受
診者数：3,680人
・在宅高齢者食生活
支援（再掲23）４回
51人（男性６人）
・一般高齢者向け介
護予防事業、元気シ
ニアの栄養教室、13
回227人（男性127
人）

・２年連続未受診者を対
象に受診勧奨はがきを送
付しました。
・特定保健指導対象者向
けセミナーを実施しまし
た。
・健康づくり協力店の充
実、毎年15店舗を拡大し
ます。
・がん検診については、
大学の文化祭やわくわく
フェスタなどイベント等
での受診勧奨や乳がん・
子宮がん等の受付を実施
しました。また、一時見
守り付子宮がん検診を実
施しました。
・在宅高齢者食生活支援
事業　ネットワーク会議
年4回（講習会を含む）、
情報紙の発行年3回
・一般高齢者向け介護予
防事業、元気シニアの栄
養講座、５健康福祉セン
ターで実施。

Ａ Ａ

・各種検診等につい
て、性差なく実施し
ています。
・乳がん・子宮がん
検診は、自動送付を
拡大し、受診率の向
上に努めました。ま
た、平成27年度より
ひとり親世帯等の区
民が安心して検診を
受診する機会を提供
するために一時見守
り付子宮がん検診を
実施しました。
・健康づくり協力店
の充実では、目標店
舗以上を拡大できま
した。
・在宅高齢者食生活
支援事業では、情報
紙は広く男女に読ま
れています。
・一般高齢者向け介
護予防事業では、半
数以上は男性です。

Ａ

各種検診については
性差なく取り組んで
います。女性特有の
検診については受診
率の向上に努め、特
にひとり親世帯の受
診機会提供のための
施策も実施しまし
た。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

Ａ

課題７ : 生涯にわたる心とからだの健康支援
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寄
与
度

達
成
度

総
合

女性健康支援セン
ターの健康教育
健康推進課

健康教育:76回　2,194
人

女性の健康学習支援
健康推進課

学習支援（図書貸
出）:160冊

プレママ栄養講座
健康推進課

プレママ栄養講座
５健康福祉セン
ター:33回 510人(男
性０人)

女性健康支援セン
ターの健康相談
健康推進課

延相談数：1,292人

女性健康支援セン
ターの自助グループ
の育成・支援
健康推進課

自助グループ育成支
援：
51回　434人

女性のがんに関する
情報提供
健康推進課

乳がん生活ガイドを
ホームページに掲載

こんにちは赤ちゃん
事業
健康推進課

こんにちは赤ちゃん
事業:562件

新生児訪問指導（産
後うつ対応の充実）
健康推進課

新生児訪問指
導:4,473件

HIV抗体等検査・相談
予防対策課

酒害（アルコール）
ミーティングによる
支援の推進
予防対策課

エイズ予防講演会
予防対策課

性感染症に関する啓
発
予防対策課

学校における性教育
の推進
指導室

・健康教育に関わる
研修:２回
・薬物乱用防止教室
の実施率:100%

生活指導主任会での健康
教育及び性教育の重要性
について周知を図りまし
た。

Ａ Ａ Ａ

体育・保健体育での
指導計画に基づき意
図的・計画的な指導
を行うことができま
した。

薬物乱用防止に関す
る啓発
生活衛生課

平成27年度における
区立中学生からの薬
物乱用防止推進応募
作品数は、ポスター
690点、標語1,057点
でした。

区立中学校生徒に対し薬
物乱用防止推進ポスター
及び標語を募集し、自ら
が薬物乱用防止について
意識するような啓発活動
を行いました。

Ａ Ａ Ａ

平成26年度より若干
減少しましたが、標
語では東京都最優秀
賞を受賞し、ポス
ターでも優良賞受賞
作品があり、質的に
は優秀作が多かった
ことを評価しまし
た。

Ａ

Ａ

26
女性の健
康づくり
支援

Ａ Ａ Ａ

・女性の健康につい
ての啓発に積極的に
取り組むことができ
ました。
・プレママ栄養講座
は、平日なので、受
講者は女性です。
・こんにちは赤ちゃ
ん事業と新生児訪問
指導については、周
知方法の工夫によ
り、専門職による訪
問増加につながり、
より丁寧な訪問支援
を行うことができま
した。

女性健康支援セン
ターを中心に、女性
の生涯を通じた健康
づくりについての啓
発・支援が順調に進
捗しています。訪問
支援により、母子や
家族の心身や養育環
境についても適切な
支援を行っていま
す。

27

健康に関
する正し
い理解の
促進

・HIV抗体検査:233
人、梅毒検査:218
人、性器クラミジア
検査:189人、エイズ
予防相談:873件
・酒害ミーティング:
年35回実施、参加
者:195人
・エイズ予防講演会:
６回、参加者:530人
・性感染症に関す講
演会：開催５回、参
加者:511人、大学祭
参加:５校

・年20回の匿名予約検
査・相談のほか、予防対
策課と健康福祉センター
で常時電話・来所相談を
実施しています。
・家族ミーティングと、
本人向けに断酒継続をサ
ポートするミーティング
を行いました。
・区内の高校や職業訓練
校に出向いての講座や、
支援者向けの講演会を実
施しました。
・区内大学祭に出展し、
啓発用リボン・パンフ
レット等を配付しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

・定期的検査・相談
と常時の相談を実施
することで、正しい
理解を促進していま
す。
・若年層への講演会
の他、高齢のエイズ
患者等への支援者向
けの講演会を実施
し、支援者の正しい
理解促進に取り組む
ことができました。
・大学祭の啓発で
は、一度に多くの若
年層に出会えるた
め、効果的な啓発が
できました。

健康に関する正しい
理解の促進に計画的
に取り組んでいま
す。大学祭出展や、
学校における保健体
育等によって若年層
に対しても啓発・指
導を行っています。

女性の特有の健康につい
て、性差を意識した内容
で且つ、利用しやすいよ
うな配慮をし、積極的に
啓発・相談を行いまし
た。

・プレママ栄養講座、５
健康福祉センターで実
施。妊娠期から授乳期の
栄養と食生活の講座。
・こんにちは赤ちゃん事
業と新生児訪問指導につ
いては、赤ちゃんがいる
家庭に訪問し、母子及び
家族の心身の状況や養育
環境を把握し、適切な支
援を行いました。

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
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施策の方向: (１１)ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進

寄
与
度

達
成
度

総
合

男女共同参画週間等
を活用した効果的な
取組の実施
男女社会参画課

産業連合会等との連
携による啓発の検討
男女社会参画課

働くことと育児を考
える学習
【H25追加の取組】
生涯学習課

・「はたいくcafé」
:10回
参加者:46名（男16・
女30）
・「働く？育児？」
講座企画運営会議:５
回、企画運営者との
打ち合わせ:６回
参加者:35名（男４・
女31）
・講座「夫婦で家族
の幸せを考える講座
『子どもが生まれて
どう変わった？～家
族がHAPPYをパート
ナーとイメージして
みよう～」３回
参加者:65名（男26・
女39）

・「はたいくcafé」は働
くことと育児をテーマ
に、参加者が自由に語り
合う交流スペースとして
開設しました。
・講座は、前年度の講座
から生まれたサークルが
企画運営団体となって学
習計画を作成し、話し合
い学習の講座を運営しま
した。一時保育をつけま
した。

Ａ Ａ Ａ

・「はたいくcafé」
は働くことと育児に
ついて身近に相談で
きる人がいない方、
辛さを感じている方
等が意見・情報を交
換できる貴重な場と
なりました。
・講座の学習内容は
家族のあり方で家族
で話し合っていくた
めにパートナーとの
相互理解を促すもの
で、参加者の満足度
はとても高いもので
した。

B+

取組の
実施方法

評価

評価理由

めざす姿３  男女が仕事と生活の調和を保ち活躍できる社会
二次評価

B+
　各課が様々な事業を展開し「めざす姿３」に向け順調に進捗していますが、待機児童解消までには至っていないことなどから、
さらなる拡充を期待してＢ+としました。
　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進を図るためには、区民への啓発のほか、企業・事業所への働きかけも重
要です。「いたばしgood balance会社賞」の募集に際しては、男女社会参画課が産業振興課や産業連合会・法人会・社労士会・東
京商工会議所などと広報活動を含めて連携しています。今後は、事業主への働きかけにつながるような連携強化も必要と考えま
す。
　待機児対策として保育施設の整備を進め、目標値を超えた保育サービス定員を確保しましたが、残念ながら待機児解消までには
至っていません。放課後に子どもたちが安心して過ごせる居場所としては、27年度に全ての区立小学校で「あいキッズ」事業を実
施しました。平成28年度から、児童館を在宅子育て支援の拠点施設と位置づけるにあたり、すくすくサロンが未設置の館に整備し
たほか、ファミリー・サポート・センター事業、育児支援ヘルパーなど多様なライフスタイルに対応した子育て支援を行っていま
す。子育てに関する相談支援も様々な形で展開しています。
　高齢者・障がい者とその家族を支援し、介護者の負担を軽減し、介護と社会生活の両立の一助となるよう福祉サービス等を推進
しています。
　今後は、いたばしアクティブプラン2020のめざす姿1「女性が活躍できるまち」の各施策・事業を通じ、仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）の推進、女性の継続就労や社会参加が叶う環境整備に取り組みます。また、めざす姿2「男女がわかりあえ
るまち」の各施策・事業を通じて男女がともに家庭生活を担い、地域活動に参画するための支援を推進し、男女平等参画の視点を
踏まえた防災対策に取り組みます。
　また、「いたばし子ども未来応援宣言2025」や「地域でつながる　いたばし保健福祉プラン2025」においても、引き続き、働き
ながら安心して子育てできるようワーク･ライフ・バランスを推進することにより、区・企業等が協力して子育て世帯にとって魅力
あるまちづくりに取り組みます。

課題８ : 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及・推進
二次評価

･男女共同参画週間のPRと
して広報紙1面で特集を行
いました。
･いたばしgood balance会
社賞の実施に際し、募集
時と表彰時を中心に啓発
活動を行いました。

Ａ B+

　「いたばしgood balance会社賞」の募集等に際しては、男女社会参画課と産業振興課や産業連合会・法人会・社労士会・東京商
工会議所などが広報活動を含めて連携して取り組んでおり、計画期間の目標を超え、事業者の表彰ができました。平成26年度「意
識・実態調査（事業所編）」の結果では「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」という言葉の認知度は20.3％であ
り、目標値の半分にも満たない状況でした。27年度には広報の特集記事などを通じ区民周知を図りましたが、今後も、関係各課・
機関との連携により事業主へ働きかけていくなど、様々な方法で実態改善に努めます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

B+

男女共同参画週間の
普及啓発活動におい
て、女性活躍に絡め
た特集記事を広報紙
に掲載しPRできまし
た。直接企業と接す
る社労士会板橋支部
の協力により、企業
に対しても啓発がで
きました。

B+

・広報いたばしの特
集記事で区民周知し
ました。関係機関の
協力により、企業に
対し啓発活動を行い
ました。
・「はたいく」の事
業も順調に進捗して
います。今後も、区
民・事業者に向け効
果的な普及・啓発と
なるよう工夫してい
きます。

課題９ : 育児や介護を行う区民が働き続けやすい環境の整備
二次評価

B

28

ワーク・
ライフ・
バランス
の実現に
向けた啓
発・普及

いたばしgood
balance会社賞募集チ
ラシの配布先と部数:
板橋産業連合会(500
部)、板橋法人会
(6,000部)、社労士会
板橋支部(50部)、東
京商工会議所板橋支
部(100部)

　区内企業に対してワーク・ライフ・バランスを推進するために必要な情報提供を行っています。ワーク・ライフ・バランスを含
めた職場環境や労働問題に関する相談を希望する企業に対し、社会保険労務士の派遣も行っています。また、ワーク・ライフ・バ
ランス推進に取り組む企業・事業所を表彰することで、当該企業のさらなる取組推進と、他企業への波及を図っています。今後
は、応募件数の増加をめざし、インセンティブの検討を含め、工夫を凝らした事業展開を行っていきます。
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施策の方向: (１２)ワーク・ライフ・バランス推進のための環境整備

寄
与
度

達
成
度

総
合

ワーク・ライフ・バ
ランスを推進するた
めに必要な情報提供
男女社会参画課

･いたばしgood
balance会社賞表彰企
業紹介リーフレット
(3,000部)
･センターだより21号
(5,000部)

いたばしgood balance会
社賞表彰企業紹介リーフ
レットや広報誌、セン
ターだよりにおいて企業
や区民に広く情報提供を
行いました。

B+ B+ B+

各種媒体を使って企
業や区民に表彰企業
の取組事例等を情報
提供することで、職
場環境整備に向けた
意識啓発ができまし
た。

ワーク・ライフ・バ
ランスを推進するた
めに必要な情報提供
産業振興課
(公財)産業振興公社

男女社会参画課の「いた
ばしgood balance会社
賞」の案内パネル・パン
フレットなどを公社主催
事業で展示・配布するな
ど、企業等に向け情報提
供を行っています。ま
た、ワークライフバラン
スの表彰企業に対して
行っている融資の利子補
給優遇加算について広く
企業や金融機関等に周知
することで啓発に努めま
した。

社会保険労務士によ
る経営相談
(公財)産業振興公社

ワーク・ライフ・バラン
スを含めた職場環境や労
働問題に関する相談を希
望する企業に対し、専門
家である社会保険労務士
を派遣しました。

寄
与
度

達
成
度

総
合

推進事業者表彰
男女社会参画課

推進事業者先進事例
集作成
男女社会参画課

産業融資制度におけ
る利子補給優遇
産業振興課

０件

産業融資制度を利用する
中小企業者のうち、一般
事業主行動計画を策定し
ている企業と、いたばし
good balance会社賞を受
賞している企業に対し、
利子補給割合を１割優遇
加算。（重複可）詳細を
明記したパンフレットを
区内金融機関及び窓口に
て配布するなど、制度周
知を行いました。

B B B

利子補給の優遇加算
というインセンティ
ブを与えることで、
一般事業主行動計画
やいたばしgood
balance会社賞の意義
を示せています。計
画策定には時間がか
かることから、今後
の申請に期待してい
ます。また、利子補
給優遇制度は、融資
利率が低廉であるこ
ととあわせて借主の
負担軽減に役立って
います。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

29

職場の環
境整備に
向けた支
援

B

社会保険労務士派遣
では、各事業所の状
況を伺いながら、ア
ドバイスをしていま
す。推進企業の取組
を紹介（情報提供）
することで、職場の
環境整備に寄与して
います。今後も、効
果的な情報提供に取
り組みます。

・男女社会参画課の
「いたばしgood
balance会社賞」の案
内パネル・パンフ
レットなどを公社主
催事業で展示・配布
するなど、企業等に
向け情報提供を行い
ました。また、表彰
企業に対して行って
いる融資の利子補給
優遇加算について広
く企業や金融機関等
に周知することで啓
発に努めました。
・社会保険労務士派
遣実績:20件

B B B

・広く周知に努めま
した。今後も、引き
続き周知に努めると
ともに、より効果的
な方法も検討してい
きます。
・社会保険労務士派
遣については、社会
保険労務士が各事業
所の状況を伺いなが
ら、アドバイスを
し、職場環境の整備
に寄与しました。

平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

B

推進に取り組む企
業・事業所を表彰す
ることで、当該企業
のさらなる取組推進
と、他企業への波及
を図っています。ま
た、企業・事業者の
参考事例となるよう
先進企業の取組を紹
介しています。イン
センティブの検討等
を行い応募企業の増
加をめざします。

30

推進企
業・事業
所に対す
る顕彰

･いたばしgood
balance会社賞表彰企
業数２社
･表彰企業紹介リーフ
レット(3,000部)

･表彰式をいたばし産業見
本市で実施(産業振興公社
との連携)
･社労士と会社訪問調査を
行い､最終的に審査会での
評価を表彰企業にフィー
ドバックしました。

Ａ B+

表彰企業の取組を広
報紙やリーフレッ
ト、ホームページで
紹介しました。ま
た、会社訪問時に社
労士よりアドバイス
をしたり、審査結果
をまとめて表彰企業
にフィードバックで
きました。

B+

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況

施策の方向: (１３)ワーク・ライフ・バランスを推進する企業・事業所を社会的に評価する仕組
み構築
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施策の方向：（１４）多様なライフスタイルに対応した子育て支援

寄
与
度

達
成
度

総
合

保育園の整備
子育て支援施設課

認証保育所の整備
子育て支援施設課

認定こども園の設置
子育て支援施設課

小規模保育事業の整
備【平成27年度より
板橋スマート保育か
らの移行】
子育て支援施設課

延長保育の拡充
保育サービス課

区立26園、私立60園

家庭福祉員
保育サービス課

児童利用者数204名

病後児保育
保育サービス課

病児保育
保育サービス課

要支援児保育巡回指
導
保育サービス課

区立40園、私立46
園、小規模4園

一時保育
保育サービス課

区立3園、私立9園

ファミリー・サポー
ト・センター事業
子ども家庭支援セン
ター

育児支援ヘルパー
子ども家庭支援セン
ター

ショートステイ
子ども家庭支援セン
ター

トワイライトステイ
子ども家庭支援セン
ター

預かり保育
学務課

私立幼稚園全34園で
実施。
実利用者数5,057人

預かり保育を実施する幼
稚園に対して補助金を支
給し、事業の拡大をめざ
しました。

B+ B+ B+
長時間（11時間）預
かり保育の実施園が
２園増加しました。

病児・病後児４施設
（病後児のみ１施
設）

平成27年度は認可保
育所4施設、小規模保
育所6施設、事業所内
保育所2施設を整備し
ました。また、定員
増のための増改築等
を認可保育所1施設で
進めたほか、公立保
育所1施設を民営化
し、定員増を図りま
した。

延長保育では、前年
度比較で区立２園、
私立８園増加しまし
た。また、要支援児
保育巡回指導は、新
たに小規模保育施設
を加え、要支援児入
所園の全てにおいて
巡回指導を実施しま
した。

待機児童解消に向け
保育施設の整備を進
め、平成27年度は認
可保育所、小規模保
育所及び事業所内保
育所等を合わせて、
保育サービス定員の
目標である500名を超
える567名を確保しま
した。

課題１０ :子育て・高齢者・障がい者を支援する福祉サービス等の充実
二次評価

B+

取組の
実施方法

評価

評価理由

31
保育サー
ビスの整
備

　保育サービスの整備については、保育施設の整備を進め目標値を超えた保育サービス定員を確保しましたが、残念ながら待機児
解消までには至っていません。27年度に全ての区立小学校で実施となった「あいキッズ」をはじめ、放課後に子どもたちが安心し
て過ごせる居場所を整備しています。児童館へのすくすくサロンの設置や、ファミリー・サポート・センター事業、育児支援ヘル
パーなど多様なライフスタイルに対応した子育て支援を行っています。子育てに関する相談支援も様々な形で展開しています。
　高齢者・障がい者とその家族を支援し、介護者の負担を軽減し、介護と社会生活の両立の一助となるよう福祉サービス等を推進
しています。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価

B+

実績
（数値など具体的な

実績）

・待機児童の解消を
めざし保育施設の整
備等を進めています
が、残念ながら解消
までには至りません
でした。
・ファミリー・サ
ポート・センター事
業や育児支援ヘル
パーなどについて
は、利用者ニーズを
把握し、利用しやす
い制度となるよう努
めます。・ファミリー・サ

ポート・センター事
業:利用会員6,660
人・利用件数12,535
件（21,719時間）
・育児支援ヘル
パー:241人利用
（2,192時間）
・ショートステイ
（宿泊）:100人利用
（延べ402日）
・ショートステイ
（日帰）:162人利用
（延べ819日）
・トワイライトステ
イ:68人利用（延べ
199日）

ファミリー・サポート・
センターの援助会員を増
加し利用しやすくすると
ともに、育児支援ヘル
パー派遣事業やショート
ステイ事業については、
利用者アンケートを実施
し、ライフスタイルに合
わせて利用できるよう
サービス内容を拡充しま
した。また平成28年度か
らは、新たに乳児ショー
トステイ事業を実施しま
す。

Ａ Ａ Ａ

各種事業において、
利用者アンケートを
継続的に実施するな
ど、利用者のニーズ
を把握し、利用者に
とって利用しやすい
制度となるように努
めました。

Ａ Ａ Ａ

板橋区子ども・子育て支
援事業計画に基づき、待
機児童の解消を目指し保
育施設の整備等を進めて
います。

板橋区次世代育成推進行
動計画に基づき、保護者
への支援やワークライフ
バランスの推進に向けて
施策を実施しました。

Ａ Ａ Ａ
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寄
与
度

達
成
度

総
合

板橋区版放課後対策
事業「あいキッズ」
推進
地域教育力推進課

いきいき寺子屋の拡
充
地域教育力推進課

児童館子育ちサポー
ト
子ども政策課

学童クラブでの児童
受入
子ども政策課

乳幼児専用ルーム
「すくすくサロン」
子ども政策課

子育てグループ支援
「幼児ふれあいひろ
ば、のびのびひろ
ば」
子ども政策課

母親教室
子ども政策課

ファミリー・サポー
ト・センター事業
（再掲31）
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「0･1･2ひろば」
子ども家庭支援セン
ター

子育て支援者養成シ
ステム
子ども家庭支援セン
ター

子育て通信「すくす
く」
子ども家庭支援セン
ター

子育て支援者グルー
プの交流
子ども家庭支援セン
ター

・地域子育て支援拠
点事業「森のサロ
ン」
子ども家庭支援セン
ター

Ａ Ａ

・ファミリー・サ
ポート・センター事
業:利用会員6,660
人・利用件数12,535
件（21,719時間）
・いたばし0･1･2ひろ
ば:10,296名利用
・なります0･1･2ひろ
ば:8,891名利用
・森のサロン:16,496
名利用
・子育て支援者養成
システム:子育て支援
員養成講座として３
回実施、92名修了
・子育て通信「すく
すく」:平成25年度で
発行休止
・子育て支援者グ
ループの交流:すくす
くまつりの実施、16
団体参加

・0･1･2ひろばの機能を児
童館に移し、平成28年度
から実施場所を２か所か
ら５か所に拡大します。
・森のサロンでは地域の
子育て拠点として、男性
も参加しやすいよう土曜
に事業を実施するなど男
女双方が参加しやすいよ
う取り組み、利用者も増
加しています。
・父親も参加しやすいよ
うに、すくすくまつりを
日曜日に実施したことで
親子、多世代での参加が
多くありました。
・子育て支援員研修の修
了者が、ファミリー・サ
ポート・センター、育児
支援ヘルパーの活動に従
事し、地域の子育て支援
環境を充実させました。
・子育て通信「すくす
く」は、ＳＮＳの普及な
ど社会情勢の変化による
情報の発受信方法が変容
してきたことから25年度
をもって発行を休止しま
した。

Ａ B+

Ａ

・あいキッズについ
ては、平成27年度に
全ての区内区立小学
校であいキッズを実
施しました。
・いきいき寺子屋事
業については、寺子
屋会議を年3回実施
し、寺子屋同士の交
流を深めました。

B+

・「あいキッズ」
や、寺子屋事業によ
り放課後に子どもた
ちが安心して過ごせ
る居場所を提供して
います。
「すくすくサロン」
は乳幼児親子の交流
の場となっていま
す。
・ファミリー・サ
ポート・センター事
業では、子どもの短
時間保育に対応した
子育て支援を行って
います。
・平成28年度から
は、児童館を在宅子
育て支援の拠点施設
「CAP'S」として再
構築するなど、今後
も、利用者の目的や
ライフステージに合
せた子どもの居場所
づくりに努めます。

・児童館子育ちサ
ポート事業:廃止
・学童クラブ:廃止
・すくすくサロン利
用者数:208,348名
・幼児ふれあいひろ
ば利用者数:306,552
名
・のびのびひろば:廃
止
・母親教室参加者
数:19,287名

乳幼児親子に対しては、
児童館に専用室の「すく
すくサロン」設置、子育
て支援として「幼児ふれ
あいひろば」「母親教
室」を行っています。

B B+ B+

・地域における在宅
子育て支援拠点とし
て、児童館機能を再
構築したことや、
「あいキッズ」を全
ての区立小学校で実
施したことに伴い、
各事業の見直しを行
いました。
・継続して実施して
いる乳幼児親子向け
の事業については、
「新たな児童館」へ
移行する準備期間と
してサービスをさら
に充実しており、年
間利用者数は概ね順
調に推移していま
す。

B+

・0･1･2ひろばの機能
を児童館の「子育て
相談エール」に移管
し場所を拡大するこ
ととし利用者の利便
性を高めました。移
管にあたっては子ど
も政策課と連携し、
ひろばの利用者が安
心して児童館が利用
できるよう児童館職
員に研修等を実施す
るなどスムーズに機
能移管ができまし
た。
・子育て支援員の養
成講座を実施し、修
了者が育児支援サー
ビスの従事者となる
ことで、地域の子育
て支援の充実が図ら
れ、ライフスタイル
に合わせた支援を受
けられる体制が充実
しました。
・森のサロンでは土
曜日や野外での事業
など男性が参加しや
すくするとともに、
男女双方が子育てに
関わる環境を働きか
けており利用者は増
加しています。

32
子どもの
居場所整
備

あいキッズ利用：
延1,181,383人
登録率：97％
いきいき寺子屋プラ
ン（2,286回）
利用：110,647人

・あいキッズでは、放課
後の子どもたちに学校敷
地内の専用室と学校施設
を有効活用し、安心・安
全な居場所の提供、子ど
もの健やかな成長と保護
者の仕事等と子育ての両
立の支援を行いました。
・寺子屋事業は土曜等の
子どもの居場所づくりを
目的として、PTAや地域の
ボランティアにより組織
された学校開放協力会
が、区の委託で実施して
います。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価
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施策の方向：（１５）子育てに関する相談支援

寄
与
度

達
成
度

総
合

育児相談の充実
保育サービス課

育児相談実績:181件
（区立保育園での相
談実績）

区立保育園において、園
長や看護師などが保護者
が抱える子育てに関する
悩みについて相談を行う
とともに、課窓口では、
育児全般に関する総合相
談窓口「いたばし子育て
NAVI事業」を実施。区立
保育園の元園長を「保育
マイスター」と称し、保
護者の状況に応じた様々
な情報提供を行いまし
た。

B+ B+ B+

核家族や少子化によ
る子育ての孤立化の
防止につなげるた
め、地域における保
育園の機能を生か
し、保護者が気軽に
相談できる地域の身
近な子育て支援窓口
として子育て支援を
行うことができまし
た。

すくすくサロン相談
子ども政策課

平成27年度すくすく
サロン利用者数（昼
食時のみ）:26,780名

利用者の相談に対し、児
童館職員が丁寧に対応
し、子育ての孤立化を防
ぎ、不安感の軽減を図り
ました。また、平成28年
４月からの児童館再編を
控え、すくすくサロンの
全館設置に向けた準備を
進めてきました。さら
に、そのうち５館につい
ては専任相談員の配置に
向けた準備を進め、これ
まで区内２か所で実施し
ていた「０・１・２ひろ
ば」の機能を引き継ぎ、
相談機能の強化を図りま
した。

B B+ B+

地域における身近な
相談窓口として機能
していると評価しま
す。

子どもなんでも相談
子ども家庭支援セン
ター

すくすくサロン相談
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「0･1･2ひろば」
（再掲32）
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「森のサロン」
（再掲32）
子ども家庭支援セン
ター

こんにちは赤ちゃん
事業（再掲26）
健康推進課

こんにちは赤ちゃん
事業:562件

新生児訪問指導（産
後うつ対応の充実）
（再掲26）
健康推進課

新生児訪問指
導:4,473件

離乳食訪問お助け隊
事業
健康推進課

離乳食訪問お助け隊
事業:230件

希望する家庭を訪問し、
個々に応じた食事指導を
行いました。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

33
子育てに
関する相
談の充実

B+

区立保育園・児童
館、民間商業施設で
の出張相談、家庭訪
問時など、様々な形
で子育てに関する相
談支援を行っていま
す。今後も、子育て
家庭の育児不安と家
庭生活における悩み
を軽減することで、
男女が仕事と家庭の
調和を保ち活躍でき
る社会環境の実現に
寄与していきます。

・子ども家庭支援セ
ンター開設日数:294
日/年
・相談対応件
数:21,042件（1日平
均71.6件　　内訳:電
話15,309件、面
接:714件、訪
問:2,430件、その
他:2,589件）

なんでも相談の件数は
年々複雑化しています。
ひろばでの相談とともに
課題のあるものは、専門
相談につなぎました。す
くすくサロン相談は平成
18年7月に児童館に統合
し、28年度から児童館全
館で実施することとなり
ました。また、27年度か
ら民間商業施設での出張
相談を開始しました。

Ａ Ａ Ａ

民間商業施設での出
張相談を開始するな
ど、様々な場所で相
談を受ける体制を充
実させることで、日
常の相談から深刻な
相談まで幅広く対応
しました。また、専
門性の高い相談は児
童相談所につなぐな
ど、相談の早期解決
に取り組みました。

こんにちは赤ちゃん事業
と新生児訪問指導につい
ては、赤ちゃんがいる家
庭に訪問し、母子及び家
族の心身の状況や養育環
境を把握し、適切な支援
を行いました。 B+ B+ B+

こんにちは赤ちゃん
事業と新生児訪問指
導については、周知
方法の工夫により、
専門職による訪問増
加につながり、より
丁寧な訪問支援を行
うことができまし
た。
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施策の方向：（１６）高齢者・障がい者とその家族を支援する福祉サービスの充実

寄
与
度

達
成
度

総
合

おとしより相談セン
ター（地域包括支援
センター）の拡充
（再掲23）
おとしより保健福祉
センター

認知症家族支援プロ
グラム
おとしより保健福祉
センター

認知症高齢者援護事
業
おとしより保健福祉
センター

地域ボランティア養
成事業
おとしより保健福祉
センター

介護実習普及セン
ター運営
おとしより保健福祉
センター

高齢者虐待専門相談
室運営
おとしより保健福祉
センター

障がい者相談支援体
制の拡充
障がい者福祉課

障がい者緊急保護施
設の運営
障がい者福祉課

障がい者自立生活支
援事業介護セミナー
障がい者福祉課

福祉総合相談（再掲
21）
福祉事務所

年間相談件数:32,552
件

福祉に関するあらゆる相
談を受け付けています。

Ａ Ａ Ａ
相談者の問題解決に
寄与しています。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

34

高齢者・
障がい者
とその家
族を支援
する福祉
サービス
の充実

・新たに設置する熊
野及び清水地域の受
託法人決定及び開設
準備。
・認知症家族支援プ
ログラム:7回（１日
～３日制）延220人
（男59人：女161人）
・認知症サポーター
養成講座:94回　延
3,915人（男1,815
人：女2,100人）
・地域ボランティア
養成講座(失語症会話
パートナー養成講
座・自助具ボラン
ティア養成講座)12回
延参加者数89人(男性
2人、女性87人)
・介護実習普及セン
ター運営　区民向け
講座50回　延参加者
数746人　（うち①介
護講座は、延参加者
数234人　男性29人、
女性205人、②区民公
開講座2回延参加者67
人(男性16人、女性51
人)③事業者向け講座
10回、延参加者数445
人)
・高齢者虐待防止専
門電話1回線、相談件
数57件

・プロポーザル方式によ
る事業者選定及び区民へ
の周知等。
・認知症の方を介護する
家族を対象に、認知症の
理解と介護の方法を学ぶ
講座を実施します。ま
た、この講座を通じて、
認知症の方を介護する家
族同士の交流を図りま
す。
・認知症になっても住み
慣れた地域で安心して生
活を継続できるよう、認
知症高齢者及び家族に対
して、できる範囲で応援
する認知症サポーターを
養成します。
・自助具ボランティア養
成講座では、比較的男性
の参加が得られやすい自
助具の作製を通した自助
具の普及啓発を図る内容
としています。
・介護実習普及センター
区民向け講座では、土曜
日に介護講座を行うなど
参加しやすさに配慮して
います。
・支援チームは男女混合
の職員で対応していま
す。

Ａ Ａ Ａ

介護は地域社会全体
で支えるという考え
の下で事業を実施し
ています。平成27年
度も、男性、女性の
区別なく参加しやす
い日程や内容で実施
しました。

Ａ

介護者の負担を軽減
し、介護と社会生活
の両立の一助となる
よう、高齢者・障が
い者とその家族を支
援しています。今後
も、特定の家族に負
担が偏りがちである
介護について男女平
等の視点で取り組み
ます。

・相談支援事業所31
か所
・相談支援事業所実
務担当者連絡会12回
・サービス等利用計
画達成率77.2%（23区
平均80.9%）
・障がい者福祉セン
ター相談件数：3,464
件
・緊急保護
利用登録者：519名
延利用日数：1,290
延利用泊数：696
・介護セミナー：44
名参加

・27年度は新規に10か所
の相談支援事業所を指定
しました。
・実務担当者会を毎月実
施しました。
・基幹相談支援センター
の設置を検討しました。
・障がい者(児)が介護者
の入院や冠婚葬祭、休養
などで介護を受けること
が困難になった場合、一
時的に介護を行いまし
た。
・介護者向けの相談やセ
ミナーを実施し、情報提
供を行いました。

Ａ Ａ Ａ

・相談支援事業所を
増やしサービス等利
用計画作成が進みま
した。
・実務担当者会では
区職員講師による勉
強会を行い、相談支
援のスキルアップに
つながりました。
・28年4月に基幹相談
支援センターを設置
しました。
・相談・セミナー・
緊急保護の実施によ
り介護者の負担を軽
減し、家族の介護と
社会活動の両立の一
助として機能してい
ます。
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施策の方向: (１７)男女が協力して家事・育児・介護等を担うための支援

寄
与
度

達
成
度

総
合

男性の意識向上のた
めの講座等の実施
男女社会参画課

ライフステージに応
じた実践的な講座等
の実施
男女社会参画課

ロールモデルの発
掘・活用
男女社会参画課

育児・介護休業制度
の普及・啓発
男女社会参画課

障がい者自立生活支
援事業介護セミナー
（再掲34）
障がい者福祉課

介護セミナー:44名参
加

・介護者向けの相談やセ
ミナーを実施し、情報提
供を行いました。

Ａ Ａ Ａ

セミナーの開催にあ
たり、広く区民に情
報が提供できるよう
工夫しました。特定
の家族に負担が偏り
がちである介護につ
いて、知識・理解を
深めてもらうこと
で、男女平等に対す
る意識改革に寄与で
きました。

課題１１ : 男女がともに家庭生活を担うための支援
二次評価

Ａ
　男女がともに家庭生活を担うための固定的役割分担意識の解消は、ワーク・ライフ・バランスの推進や男女平等参画社会実現に
とって必要なものです。固定的役割分担意識解消につながる講座・セミナーの実施は概ね順調に進捗しています。今後も、特定の
家族に負担が偏りがちである介護も含めて、男女が協力して家庭生活を担えるよう情報提供を含めた意識啓発を進めていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

35
意識啓発
に向けた
支援

・子育て女性向けセ
ミナー
参加者:17人
・男性応援講座
参加者:11組（23人）

・子育て女性向けセミ
ナーでは、仕事と育児の
両立に対して抱く不安を
解消するための実践的な
講座を実施しました。
・男性応援講座では、料
理を通じて家事・育児を
楽しみながらできるよう
な工夫を凝らしました。

Ａ Ａ Ａ

固定的役割分担意識
を解消するための講
座を開催し、男女が
ともに家庭生活に携
わる機会を提供する
ことができました。
特に、男性応援講座
では募集開始日に定
員に達するほど好評
でした。

Ａ

家庭生活での役割分
担意識を解消するた
めの講座を実施しま
した。介護に関する
理解や不安等を共有
することで、男女問
わず協力して介護に
携わっていけるよう
な機会も提供してい
ます。
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施策の方向: (１８)地域活動への参画促進

寄
与
度

達
成
度

総
合

町会連合会主催講演
会及び各支部主催研
修費補助
地域振興課

ボランティア情報の
提供
地域振興課

ＮＰОボランティア
活動の活性化、協働
推進
地域振興課

町会・自治会への参
加促進
地域振興課

リサイクル推進員
清掃リサイクル課

環境美化・リサイク
ル活動を行う組織へ
の参加促進
清掃リサイクル課

防災活動を行う組織
への参画支援
地域防災支援課

27年度防災リーダー
養成講習受講者:188
人（男性139人、女性
49人）

防災リーダー養成講習で
は、受講者に性別を問わ
ずに求められる防災リー
ダーとしての役割を伝え
るとともに、女性の視点
を取り入れた防災対策
（女性に必要な備蓄品、
避難所での配慮　など）
についても意識して取り
組みました。

Ａ Ａ Ａ

防災リーダー養成講
習への女性の参加者
が49人と、順調に女
性の防災リーダーが
増えていることか
ら、「男女がともに
地域活動に参画す
る」という基盤づく
りは順調に進んでい
ると言えます。

男女平等参画の視点
を取り入れた避難所
の整備
【H25追加の取組】
防災危機管理課

前年度に引き続き、
避難所備蓄用とし
て、化粧が落とせる
ウェットティッ
シュ:127,920枚、保
湿剤:164本、尿もれ
パット:6,972枚を購
入しました。

「備蓄最適化計画」に基
づいて、女性や高齢者、
児童等に配慮した備蓄を
進めています。

Ａ Ａ Ａ

男女の差なく、災害
時における一定レベ
ルの避難所生活を送
れるよう、引き続き
避難所の整備を進め
ます。

課題１２ : 男女がともに地域活動に参画するための支援
二次評価

Ａ
　「仕事と生活の調和」の「生活」は地域生活を含む日常生活であり、ボランティア活動や町会・自治会への参加、リサイクル活
動、防災活動組織への参加などがありますが、女性の参加者も多く概ね順調に進捗しています。今後は、これらの活動の中から、
各団体・組織の中枢的役割を担う女性が輩出されるような支援についても検討していきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

・地域のリサイクル
リーダーであるリサ
イクル推進員に対
し、情報提供・啓発
を行いました。
・冊子への掲載等に
より、集団回収活動
への参加を促進しま
した。

36
地域活動
への参画
支援

・町会連合会主催の
講演会（参加者720
名）や、各支部主催
の研修(５支部)に経
費を補助
・個人登録ボラン
ティア880人中、女性
617人（70.1％）
・町会連合会で町
会・自治会加入促進
パンフレット・マ
ニュアル・クリア
ファイル・のぼり旗
を作成し、加入促進
事業を実施

・町会・自治会関係者を
対象として、地域活動に
関する講演会や研修、施
設見学会が実施されまし
た。
・女性が参加しやすい傾
聴ボランティアの養成講
座や、女子会として引き
こもりカフェを実施し、
ボランティアの参加の意
識啓発をしました。
・町会・自治会加入促進
事業として、梅まつり会
場で来場者に加入促進パ
ンフレット等を配布しま
した。
・加入促進パンフレット
を戸籍住民課や区民事務
所の窓口で転入者へ渡し
ています。

Ａ Ａ Ａ

・研修会等への参加
を通じて、地域活動
を行う際の見聞を広
めるとともに、参加
者の交流や情報交換
が行われました。
・個人登録ボラン
ティアにおける女性
人数は、26年度の464
人から617人と向上し
ており、女性による
ボランティア活動へ
の参加が進んでいま
す。
・加入促進事業によ
り、町会・自治会活
動の周知や町会・自
治会への参加を促進
しました。

Ａ

女性のボランティア
活動への参加が進ん
でいます。また、防
災リーダー養成講習
でも女性の参加者が
49人となっていま
す。女性の地域活動
への参加・参画は順
調に進んでいると言
えます。

・リサイクル推進
員:567人(28.3.31現
在)研修会各地域２回
開催
・生ごみからたい肥
づくり講習会５回実
施
・集団回収実施団
体:897団体(28.３.31
現在)

・清掃・リサイクルに関
する研修会を実施しまし
た。
・生ごみからたい肥づく
り講習会を実施しまし
た。
・資源の集団回収を実施
しました。

Ａ Ａ Ａ
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施策の方向: (１９)女性に対する暴力の防止に向けた啓発の推進

寄
与
度

達
成
度

総
合

ＤＶ防止関係資料に
よる情報提供
男女社会参画課

セミナー等の実施
男女社会参画課

いたばしパープルリ
ボンプロジェクト等
戦略的なPR実施
男女社会参画課

区立小中学校におけ
る人権教育の充実
指導室

・人権教育にかかわ
る研修:４回
・教育委員会訪問時
の指導助言:55回

研修で「人権教育」の内
容を設定し、都及び区の
指導資料を用いて、人権
教育の充実を図りまし
た。

Ａ Ａ Ａ

研修会で教職員の理
解向上を図ることが
できました。訪問時
の指導・助言で、取
組の促進を図ること
ができました。

高校・大学と協働し
た予防教育の検討・
実施
男女社会参画課

・区内５大学祭出展
来場者数:1,865人
(９日間)

区内の大学祭で、他課と
共同で啓発ブースの出展
を行いました。

B B B

大学祭においては大
学側と連携して昨年
より多くの来場者に
立ち寄ってもらうこ
とができましたが、
若年層向けのデート
ＤＶ予防セミナーの
機会を作ることがで
きませんでした。

B+

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

めざす姿４  男女の平等と人権が尊重される社会
二次評価

B+

　配偶者暴力相談支援センターを中心にＤＶ被害者支援施策に取り組み、「めざす姿４」実現に向け進捗していますが、若年層へ
のさらなる啓発拡充を期待してＢ+としました。
　ＤＶに関する普及・啓発は、区内5つの大学の大学祭や区民まつり、さらに27年度からは本庁舎イベントスペースを活用して、若
い世代や幅広い年齢層に対して行っています。また、保護者を主なターゲットにした若年層のデートＤＶセミナーが、中学生対象
の啓発活動につながったという波及効果も見られました。通報や相談に関する周知・情報提供にも力を入れていますが、残念なが
ら平成26年度「意識・実態調査」においてＤＶ被害を受けたことがあると答えた方の６割以上が「相談しなかった」と回答してお
り、さらにそのうちの4.3％の人が「だれに（どこ）に相談してよいかわからなかった」と答えています。普及・啓発展示に際して
相談窓口についての周知を行っていますが、今後とも、必要な人に必要な情報が届くよう周知・情報提供を行っていきます。
　また、配偶者暴力相談支援センター、福祉事務所や関係各課の円滑かつ着実な連携のもと、被害者の立場に立った適切な相談、
個別の事情に配慮した安全確保や自立のための支援を行っています。27年度もＤＶ連絡会・担当者会で新たな課題について情報共
有を図ることができました。今後も、様々な場面で庁内の連携強化を図りながら支援を継続していきます。相談や支援に関わる人
材については、研修等を通じて資質の向上を図っていきます。併せて、若年層に向けた取組も検討していきます。
　さらに、セクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメントなど性別等に基づくあらゆる人権侵害や暴力についても啓発
を行っています。企業トップの考え方、経営方針で職場風土が変わることが多いため、セクシュアル・ハラスメントやマタニ
ティ・ハラスメントについては、事業主への働きかけについて検討していく必要があると考えます。
　今後は、いたばしアクティブプラン2020のめざす姿３「安心で安全に暮らせるまち」の各施策・事業を通じ、様々な暴力・ハラ
スメント等の防止、配偶者からの暴力の防止と被害者支援に取り組んでいきます。
　※課題13～18を板橋区におけるＤＶ防止基本計画として位置づけ、ＤＶ被害者支援に向けた取組を行っています。

課題１３ : 女性に対するあらゆる暴力を許さない社会へ向けた啓発・教育
二次評価

・女性に対する暴力
をなくす運動の実施
・デートＤＶ防止セ
ミナー　参加者数:10
人
・区内５大学祭出展
来場者数:1,865人
(９日間)
・成人の日のつどい
での啓発品の配布
数:740個

・広報いたばし11/14号に
啓発記事を掲載しまし
た。また、本庁舎イベン
トスペースにて子ども家
庭支援センターと啓発展
示を行いました。
・中高生の保護者を主な
ターゲットに、若年層の
デートＤＶについてのセ
ミナーを行い、１部中学
校でのデートＤＶセミ
ナーにつながりました。
・若年層へのデートＤＶ
防止啓発を中心に、ア
ウェアネスリボンを用い
て効果的に啓発しまし
た。

Ａ Ａ

　区内５つの大学の大学祭や区民まつり、さらに27年度からは本庁舎イベントスペースを活用し、女性に対する暴力根絶運動のシ
ンボルであるパープルリボンなどのアウェアネスリボンを用いて、幅広い年齢層への普及・啓発活動を実施しています。若年層へ
の啓発については、直接大学生等を対象とした講座は実施できませんでしたが、中高生の保護者を主なターゲットにした若年層の
デートＤＶについてのセミナーが、中学生対象の啓発活動につながり有益なものとなりました。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価

Ａ

・相談窓口及びＤＶ
についての知識等の
周知を実施しまし
た。多くの方に啓発
物品と相談窓口周知
のカードを配布する
ことができました。
・セミナーの参加者
自体は少なかったの
ですが、中学生向け
のセミナーにつなが
り、有益なものとな
りました。
・悪天候で１日出展
できない日がありま
したが、他課と連携
しながら、区内の５
大学で多くの来場者
に啓発をすることが
できました。

Ａ

・大学祭出展等に加
え、本庁舎イベント
スペースでも啓発展
示を実施しました。
・保護者を主なター
ゲットにした若年層
のデートＤＶについ
てのセミナーは、中
学生対象の啓発活動
につながる有益なも
のとなりました。

38
学校等と
進める予
防教育

B

区立小中学校では、
人権教育として取り
組んでいます。大学
との協働では大学祭
での啓発にとどま
り、講座等の若年層
向けの予防教育実施
には至りませんでし
た。

37

女性に対
する暴力
防止に関
する普
及・啓発
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施策の方向: (２０)早期発見へ向けた仕組みづくり

寄
与
度

達
成
度

総
合

通報制度の周知
男女社会参画課

民生委員、医師会等
関係機関との連携
男女社会参画課

施策の方向: (２１)DV相談体制の強化・充実

寄
与
度

達
成
度

総
合

40
相談に関
する情報
の周知

多様な媒体を活用し
た相談窓口の周知
男女社会参画課

大学祭での出展のほ
か、本庁舎一階イベ
ントスペースでの啓
発展示の際、相談窓
口周知カードを約500
枚配布。

相談窓口の周知カードを
多くの方に手に取っても
らえるよう、パープルリ
ボンをつけて配布しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

相談窓口周知に努
め、男女平等推進セ
ンターへの相談件数
が増加しました。

B+

普及・啓発展示に際
して周知していま
す。今後も必要な人
へ情報が届くよう周
知方法の検討を行い
ます。

ＤＶに関する専門相
談
福祉事務所

年間相談件数:1,047
件

相談を受け、被害者の安
全確保、生活支援を行っ
ています。

Ａ Ａ Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。

ＤＶに関する専門相
談
男女社会参画課

福祉事務所等との連
携強化
男女社会参画課

「高齢者虐待防止窓
口」、「障がい者虐
待防止窓口」等との
連携
【H25追加の取組】
男女社会参画課

課題１４ : DV被害者の立場に立った相談体制の構築
二次評価

B+
　配偶者暴力相談支援センターを中心に関係各課が連携して、被害者の立場に立った適切な相談を実施しています。ＤＶ被害の潜
在化を防ぎ適切な支援につながるよう、普及・啓発展示に際してカードを配布するなど相談窓口についての周知を行っています
が、今後とも、多様な媒体を活用した情報発信を行うとともに、通報制度を含め必要な人に必要な情報が届くよう周知に努めま
す。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

39
通報に関
する情報
の周知

ＤＶ連絡会開催:２回
ＤＶ担当者会開催:２
回

各種会議で通報状況を報
告し、制度の周知に努め
ました。

B+ B B

通報制度について、
周知に努めています
が、実際の件数はか
なり少ないため、Bと
しました。

B

通報件数が少ないた
め、早期発見に向け
た通報制度の周知に
努めます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

41

配偶者暴
力相談支
援セン
ター機能
を果たす
施設の設
置

Ａ

配偶者暴力相談支援
センターを中心に、
関係各課と連携を取
りながら、個々の相
談者の状況に応じた
適切な支援を行って
います。

・ＤＶ専門相談:138
件
・総合相談における
ＤＶ相談:392件

男女平等推進センターに
おいては、各相談員の知
識が蓄積され、専門相談
員以外での対応も可能と
なったため、ＤＶ専門相
談の件数が減り、総合相
談でのDV相談件数が増加
しました。

Ａ Ａ Ａ

配偶者暴力相談支援
センターを設置して
５年目となり、個々
の相談者の状況に応
じてより適切な支援
ができるようになっ
ています。
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施策の方向: (２２)DV被害者の一時保護

寄
与
度

達
成
度

総
合

母子緊急一時保護事
業
子ども政策課

一時保護世帯数:20
件、人数:26人、利用
日数:112日、延べ日
数:140日

夫等からの暴力等により
緊急に保護を必要とする
場合に、区内の母子支援
施設に一時的に保護して
います。相談から保護に
至るまで、個別の事情に
配慮しながら、利用者の
安全確保や自立に向けた
適切な支援を行うことが
できました。

B+ B+ B+

個別の事情に配慮し
た適切な支援ができ
ています。関係機関
と連携し、利用者の
安全・安心を最優先
に利用者の意向を尊
重した支援を行うこ
とができました。

母子緊急一時保護事
業
福祉事務所

ＤＶ被害者保護
福祉事務所

警察との連携強化
福祉事務所

都道府県配偶者暴力
相談支援センターと
の連携
福祉事務所

都道府県配偶者暴力
相談支援センターと
の連携
男女社会参画課

・都配暴センター会
議:２回
・ＤＶ関係機関打合
せ:１回
・区ＤＶ連絡会への
都配暴センター職員
の出席:１回

都主催、裁判所主催、区
主催のそれぞれの会議に
おいて、都及び他区、関
係機関と情報・課題の共
有を行いました。

Ａ Ａ Ａ

都及び他区配暴セン
ターとの連携が強化
され、より安全な被
害者支援体制づくり
につながりました。

施策の方向: (２３)自立生活再建のための支援体制

寄
与
度

達
成
度

総
合

43
庁内各種
手続きの
円滑化

ＤＶ相談共通シート
の作成に向けた検討
男女社会参画課

・ＤＶ連絡会開催:２
回
・ＤＶ担当者会開催:
２回

被害者の負担や不安を減
らせるよう、庁内の連携
を強化しました。

Ａ Ａ Ａ

庁内の連携会議で
は、新しい制度の開
始や最近の相談傾向
を踏まえ、情報の共
有に重きを置いて実
施し、被害者支援の
手続きの円滑化に努
めました。

Ａ

ＤＶ相談共通シート
や連携会議で共有し
た情報を活用し、円
滑な手続きを行って
います。

課題１５ : 緊急時における被害者の安全確保と適切な支援
二次評価

B+
　配偶者暴力相談支援センターと福祉事務所の円滑かつ着実な連携のもと、個別の事情に配慮した適切な支援を行っています。ま
た、警察や都及び他区配暴センター等関係機関との連携により被害者の安全・安心を最優先に、本人の意向を尊重した支援を行っ
ています。引き続き、被害者の立場に立った支援に向けて関係各課・機関との連携を強化していきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

42
緊急時の
保護体制
整備

B+

警察や都及び他区配
暴センターと連携
し、適切な支援を
行っています。今後
も安全・安心を最優
先に本人の意向を尊
重した支援を行って
いきます。

・「母子緊急一時保
護」:20件　利用日
数:
112日　延べ日数:140
日
・「ＤＶ被害者保
護」
年間保護件数:92件
・「警察との連携強
化」
ＤＶ連絡会出席年２
回
・「都配暴センター
との連携」
都女性相談センター
利用件数:39件

ＤＶ被害者の安全確保、
生活安定のため、緊急一
時保護施設・都婦人相談
センター（都配暴セン
ター）への入所・生活保
護等生活支援、各種手続
きの援助を警察と連携し
て実施しています。

Ａ Ａ Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。

課題１６ : DV被害者が自立するための支援
二次評価

Ａ
　ＤＶ被害者の生活再建のため、生活保護、国保・年金、就業、保育園・学校手続き等の支援を行っており、切れ目のない個別事
情に則した適切な支援となるよう関係各課が連携しています。ＤＶ連絡会・担当者会では、マイナンバー制度開始という新たな課
題について情報共有を図ることができました。今後も、配偶者暴力相談支援センターを中心に、様々な場面で庁内の連携強化を図
りながらＤＶ被害者の自立に向けた支援を行っていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価取組の
実施方法

評価

評価理由
実績

（数値など具体的な
実績）
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寄
与
度

達
成
度

総
合

44

被害者等
に関わる
情報の保
護

住民票の写しの交付
制限等が適切に運用
されるための取組
男女社会参画課

・ＤＶ連絡会開催:２
回
・ＤＶ担当者会開催:
２回

新しく始まったマイナン
バー制度について、主管
課と支援をする各課の間
を調整できるよう努めま
した。

Ａ Ａ Ａ

マイナンバー制度の
開始によって、被害
者が不安に思うであ
ろう点を支援する各
課と主管課とで話し
合う機会を設け、対
応を事前に考えられ
るように努めまし
た。

Ａ

連絡会を利用して、
新しく始まったマイ
ナンバー制度につい
て、主管課と被害者
を支援する課で、情
報を共有しました。

生活の支援
福祉事務所

就労に向けた支援
福祉事務所

連携会議
福祉事務所

就労に向けた支援
男女社会参画課

被害者支援マニュア
ル
男女社会参画課

連携会議
男女社会参画課

就労に向けた支援
産業振興課

・いたばし若者サポート
ステーション
・キャリア・カウンセリン
グ：年99回実施・若年
者向け就職支援セミ
ナー（39歳以下男女対
象）：年４回・女性再就
職支援セミナー（女性
対象）：年１回・就職面
接会：年２回
合同企業説明会：年１
回

いたばしサポステ事業、キャ
リア・カウンセリングでの相
談、若年者向け就職支援セ
ミナー、男女社会参画課共
催の再就職支援セミナー、
就職面接会等、相談から就
職まで一貫した支援ができ
るよう、施策を行っていま
す。

B+ B+ B+

キャリア・カウンセリング
及び女性再就職支援
セミナーにおいて男女
社会参画を進めるため
の工夫を行った点、ア
ンケートによる満足度
が高かった点から寄与
度・達成度ともにB⁺とし
ました。

住宅確保に向けた支
援
住宅政策課

・都営住宅募集:年４
～６回
・区営住宅募集:年１
回

都営住宅等の情報提供及
び応募方法を案内しまし
た。

Ａ Ａ Ａ
関係部署と情報交換
や連携をして支援が
できました。

国保・年金制度によ
る適切な情報提供
国保年金課

ＤＶ被害に関する公
的証明による国保加
入相談件数:10件
国民年金:10件

一般区民との区別はして
いませんが、対応面でプ
ライバシー等の配慮をし
ています。

Ａ Ａ Ａ
応対等適切な対応が
できました。

就学の支援
学務課

・受付件数：58件
・就学した児童・生
徒数：68人

義務教育の学齢児童・生
徒について、住民登録の
有無にかかわらず、状況
に応じ、学校への就学を
行っています。

Ａ Ａ Ａ

関係機関と連絡を密
にし、児童・生徒の
保護を最優先に就学
の支援を行っていま
す。入学後、就学援
助制度について案内
をしました。

保育の支援
保育サービス課

子育て相談
(区立保育園39園)
181件

相談機会の充実を図ると
ともに、保育園に通う子
どもの家庭でのＤＶ被害
等について相談を受けた
時は、関連部署の案内や
情報の提供等を行うな
ど、世帯の実情や緊急度
に応じた支援を行いまし
た。

Ａ Ａ Ａ
世帯の事情に配慮し
た適切な案内と情報
提供を行うことがで
きました。

45
生活再建
に向けた
支援

［生活支援］
［就労支援］
生活保護適用:60件
［連携会議］
ＤＶ連絡会出席:年２
回

・生活保護適用・福祉資
金利用等の案内、母子の
自立を図るため就労支援
を行っています。
・ＤＶ連絡会議に参加
し、警察との情報共有・
連携を図っています。

Ａ Ａ

ＤＶ被害者の生活再
建のため、それぞれ
の所管課が関係各課
と連携を取りながら
適切に支援していま
す。今後も状況に応
じた切れ目のない支
援を行っていきま
す。

・各種相談業務
・女性のための再就
職支援セミナー(１
回)
・ＤＶ担当者会議

・専門相談において、生
活再建のための助言や情
報提供を行いました。
・「女性のための再就職
支援セミナー」において
は、福祉事務所と連携し
た福祉枠を設定しまし
た。
・連携会議を開催し、新
しい制度について各課の
担当者と情報共有しまし
た。

Ａ B+ B+

・連携会議の活性化
により、関係各課担
当者のレベルアップ
に努めました。
・女性のための再就
職支援セミナーにお
いては、希望者が毎
年ほとんどいないた
め、別の方法での支
援を検討します。

Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。

Ａ

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
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寄
与
度

達
成
度

総
合

要保護児童対策地域
協議会
子ども家庭支援セン
ター

児童虐待防止ケアシ
ステム研修会
子ども家庭支援セン
ター

虐待防止支援訪問
子ども家庭支援セン
ター

見守りサポート事業
子ども家庭支援セン
ター

施策の方向: (２４)関係機関等との連携推進

寄
与
度

達
成
度

総
合

ＤＶ担当者連絡会の
充実
男女社会参画課

東京都配偶者暴力相
談支援センター等と
の連携
男女社会参画課

警察、医師会等関係
機関との連携
男女社会参画課

NPO等民間団体との連
携
男女社会参画課

東京都配偶者暴力相
談支援センター等と
の連携
福祉事務所

警察、医師会等関係
機関との連携
福祉事務所

NPO等民間団体との連
携
福祉事務所

母子緊急一時保護事
業（再掲42）
福祉事務所

Ａ

要保護児童対策地域
協議会において、要
支援児童に関わる各
関係機関が連携し支
援を継続していま
す。平成27年度から
は「教育支援セン
ター所長」を会議の
構成員として位置付
けることで、スクー
ルソーシャルワー
カーとの連携を拡大
することができまし
た。

Ａ

配偶者暴力相談支援
センターと子ども家
庭支援センターの連
携を密に行い子ども
の状況に応じた適切
な取組を行っていき
ます。

課題１７ : 関係機関等との連携推進
二次評価

B+

46
子どもへ
の継続的
な支援

・要保護児童対策地
域協議会（代表者会
議:２回／年、実務者
会議:17回／年、個別
ケース会議:290回／
年）
・見守りサポート事
業:12回／年
・ケアシステム研修
会:２回／年

・要保護児童対策地域協
議会では、関係機関及び
関係部署との情報共有
と、支援の方向性の確認
を行い、DV被害者と児童
虐待の関係性の中でより
連携を深めました。ま
た、児童虐待ケアシステ
ム研修会を開催し、関係
機関における相談対応力
の強化を図りました。
・虐待防止支援訪問で
は、虐待の予防、悪化防
止のために家庭訪問を実
施し、サービス調整等の
支援を行いました。併せ
て、児童相談所と連携し
た「見守りサポート」事
業をし、総合的な支援を
実施しました。

Ａ Ａ

・支援段階の異なる
様々な機関との連携
会議にて様々な事項
を検討することで、
全体像を把握しなが
ら支援することがで
きました。
・民間団体との連携
については、今後、
個人情報や支援情報
の保護に気を付けな
がら慎重に検討して
いきます。

　ＤＶ被害者の安全確保、生活再建のため、関係各課・関係機関との連携・協力を推進しています。配偶者暴力相談支援センター
を中心としたＤＶ連絡会や、子ども家庭支援センターの要保護児童対策地域協議会といった会議での情報共有のほか、様々な場面
で連携を進め支援体制の充実を図ります。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価

ＤＶ被害者の安全確
保に貢献しました。

ＤＶ担当者連絡会で
の情報共有を始め、
ＤＶ被害者の安全確
保のため関係各課・
関係機関は連携を
図っています。今後
も、被害者の早期発
見や、保護・支援が
適切が行われるよう
相互に連携を図り、
協力に努めます。

・「ＤＶ連絡会」
出席:年２回
・「母子緊急一時保
護事業」

B+

警察・医療機関からの情
報提供を受け、被害者を
保護したり、相談のみ
で、すぐに保護しない
ケースの場合警察に協力
依頼しました。また、女
性相談センターに収容し
保護しました。

Ａ

評価理由

・都配暴センター会
議2回
・ＤＶ関係機関打合
せ:１回
・区ＤＶ連絡会への
都配暴センター職員
の出席:１回
・要保護児童対策地
域協議会(代表者会
議):１回

各種連携会議の開催・出
席を通して、課題の整理
や情報共有に努めまし
た。

Ａ B+ B+

関係機関
や地域
ネット
ワークと
の連携協
力推進

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

Ａ

47

取　組
取組の内容、方策、

事業など
二次評価

評価

評価理由

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

Ａ
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与
度

達
成
度

総
合

母子緊急一時保護事
業（再掲42）
子ども政策課

一時保護世帯数［20
件、人数:26人、利用
日数:112日、延べ日
数:140日］

夫等からの暴力等により
緊急に保護を必要とする
場合に、区内の母子支援
施設に一時的に保護して
います。相談から保護に
至るまで、個別の事情に
配慮しながら、利用者の
安全確保や自立に向けた
適切な支援を行うことが
できました。

B+ B+ B+

個別の事情に配慮し
た適切な支援ができ
ています。関係機関
と連携し、利用者の
安全・安心を最優先
に利用者の意向尊重
した支援を行うこと
ができました。

要保護児童対策地域
協議会（再掲46）
子ども家庭支援セン
ター

・要保護児童対策地
域協議会（代表者会
議:２回／年、実務者
会議:17回／年、個別
ケース会議:290回／
年）
・見守りサポート事
業:12回／年
・ケアシステム研修
会:２回／年

児童福祉法第25条の２の
規定により、要保護・要
支援児童、特定妊婦の早
期発見、支援の充実、関
係機関等との連携強化を
図るため会議を開催し、
連携と共有ができまし
た。

Ａ Ａ Ａ

ＤＶ被害のあった児
童を含めた、要保護
児童、特定妊婦を対
象に要保護児童対策
地域協議会の実務者
会議を地区別で行
い、関係機関や関係
部署の構成員が顔の
見える関係の中で情
報交換、役割確認
し、連携を強化する
ことができました。

施策の方向: (２５)相談等に関わる人材の育成

寄
与
度

達
成
度

総
合

専門研修等
男女社会参画課

二次被害防止のため
の研修
男女社会参画課

相談員の精神的ケア
への対応
男女社会参画課

研修等資料の提供
男女社会参画課

【前頁と同じ】
ＤＶ担当者連絡会で
の情報共有を始め、
ＤＶ被害者の安全確
保のため関係各課・
関係機関は連携を
図っています。今後
も、被害者の早期発
見や、保護・支援が
適切が行われるよう
相互に連携を図り、
協力に努めます。

B+

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

課題１８ : 人材育成の推進
二次評価

Ａ
　国や都の研修機会を活用し、相談員・職員の資質向上を図っています。また、区内ＤＶ関係機関の集まる連携会議の場を利用
し、東京ウィメンズプラザ職員による出前講座を実施し、支援時の対応についてレベルアップのための啓発を行いました。今後
も、相談に関わる人材の資質向上に努めます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

48
研修等の
充実

・ＤＶ関係機関連絡
会における東京ウィ
メンズプラザ職員に
よる出前講座:１回
・内閣府主催ワーク
ショップへの相談員
の派遣:１回

・東京ウィメンズプラザ
職員による出前講座を区
内ＤＶ関係機関の集まる
連携会議にて行い、最近
の傾向について関係機関
に周知しました。
・相談業務で必要な新し
い情報を学ぶため、相談
員を派遣しました。

Ａ Ａ Ａ

日々変化していく被
害者の傾向に対応す
るべく、支援を行う
相談員及び関係機関
の啓発や情報提供の
ために、ウィメンズ
プラザの出前講座と
内閣府主催のワーク
ショップを活用しま
した。また、庁内の
関係各課担当者にも
連携会議において支
援時の対応について
レベルアップのため
の啓発を行いまし
た。

Ａ

相談員が国や都の研
修に参加するほか、
東京ウィメンズプラ
ザ職員による出前講
座を区内ＤＶ関係機
関の集まる連携会議
で行うなど、資質向
上を図っています。

関係機関
や地域
ネット
ワークと
の連携協
力推進

47

取　組
取組の内容、方策、

事業など
二次評価

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
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施策の方向: (２６)性別等に基づく人権侵害の防止

寄
与
度

達
成
度

総
合

セクハラ研修等セク
ハラ防止に向けた啓
発
男女社会参画課

マタニティハラスメ
ント防止に向けた啓
発
【H25追加の取組】
男女社会参画課

セクハラ研修等セク
ハラ防止に向けた啓
発
産業振興課
(公財)産業振興公社

東京労働局雇用均等
室のチラシで、相談
窓口のご案内を周知
しました。

相談窓口のチラシを活用
して周知を図っていま
す。

B- B- B-

相談窓口のご案内で
留まりました。今後
は、効果的な周知方
法を検討します。

人権尊重に関する意
識啓発の推進
男女社会参画課

性犯罪等の防止に向
けた警察や区内交通
機関等との連携
男女社会参画課

施策の方向: (２７)メディアへの対応

寄
与
度

達
成
度

総
合

51

メディ
ア・リテ
ラシーの
向上

メディア・リテラ
シーに関する普及・
啓発
男女社会参画課

セミナー「親が知ら
ない恋愛事情」実施
参加者（保護者・養
護教諭）:10名

子どもが日常的に目にす
る、コマーシャルや少女
漫画等に含まれる暴力表
現や女性の性的側面の強
調等を認識し、情報の真
意を見抜けるようセミ
ナーを実施しました。

Ａ Ａ Ａ

難しいテーマである
メディア・リテラ
シーについて、
日々、目にするコ
マーシャル等を活用
することで、分かり
やすく発信すること
ができました。

B+

セミナーを実施し啓
発に取り組みまし
た。残念ながら参加
者が少なかったた
め、今後は周知方法
についても検討しま
す。

課題１９ : 性別等に基づくあらゆる人権侵害や暴力等への対応
二次評価

B+
　男女がともに互いの個性と人権を尊重しながら生きていかれる社会をめざし、ＤＶ以外にもセクシュアル・ハラスメントやマタ
ニティ・ハラスメント等の予防・防止について啓発を行っています。企業トップの考え方、経営方針で職場風土が変わることが多
いため、セクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメントの予防・防止については、企業・事業所等への働きかけも含
め、効果的な方法を検討していきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

49

セクシュ
アル・ハ
ラスメン
トの防止

区民向け情報誌
「ICity～あいしてぃ
～№９」に掲載

「男女平等参画30年のあ
ゆみ」を特集する中で、
現状課題のひとつとして
セクハラ・マタハラを挙
げ、問題提起を行いまし
た。

B B B

区民向け情報誌中心
での啓発に留まって
しまいました。ま
た、「ICity～あいし
てぃ」自体の配布場
所も限られているた
め、必要な区民に情
報が届くような工夫
が必要です。

B

情報誌やチラシによ
る啓発を実施しまし
た。今後は、企業・
事業所等への働きか
けも含め、効果的な
方法を検討していき
ます。

50

性別等に
基づくあ
らゆる人
権侵害・
暴力を予
防し根絶
するため
の意識啓
発

アウェアネスリボン
（啓発リボン）の活
用
・推進ニュース
・大学祭:ＤＶ、乳が
ん、エイズ
・暴力をなくす運動:
ＤＶ、児童虐待、男
性の暴力防止

人権尊重の見地から様々
なメッセージ性を持つカ
ラーリボンの紹介を複数
課と連携で実施しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

啓発にリボンを活用
することで庁内連携
による啓発が進みま
した。カラーリボン
を活用することで、
引き続き効果的に人
権に関わる啓発を推
進します。

B+

アウェアネスリボン
（ＤＶ・児童虐待・
HIV等の人権啓発リ
ボン）を用いて複数
課と連携して啓発に
取り組みました。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成27年度実施状況 平成27年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
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■計画の着実な推進

［進行管理と評価］

［推進体制の整備］

  行動計画を実効性のあるものとしていくため、ＰＤＣＡサイクルにより計画事業の適切な進行
管理を行うとともに、板橋区における「自己点検」の体制の充実を図り、職員一人ひとりが率先
して男女平等を推進していくための仕組みを構築し、併せて特定事業主行動計画を着実に進め、
区内事業所のモデルとしての役割を果たしていくこととしています。

「板橋区男女平等に関する意識・実態調査」や
「板橋区区民満足度調査」における意識や満足度
等を成果指標とし、可能な限り中間年における効
果測定を行います。

「めざす姿ごとの成果指標一覧」
（39～41ページ）参照

７　計画を推進するための仕組み

方策１　　計画の推進体制の充実

各年度における事業の実施状況及び進捗状況を把
握・点検します。

「平成27年度実施状況と評価」
（10～36ページ）参照

各事業が計画における目標（めざす姿）の達成及
び課題の解決に向け、どのような効果があったか
検証します。

区の審議会における女性委員比率の向上など、第
四次行動計画における重点項目に全庁的に取り組
む体制を構築します。

「平成27年度実施状況と評価」の取組11（13ページ）
参照

ワーク・ライフ・バランスの推進やＤＶ被害者支
援など第四次行動計画の重点的な取組に向けて関
係各課の連携体制の充実を図ります。

・ワーク・ライフ・バランスについては、「平成27年
度実施状況と評価」の取組30（23ページ）のとおり、
『いたばし good balance 会社賞』の実施において、
男女社会参画課と産業振興課で効果的な連携体制を構
築しました。

・ＤＶ被害者支援については、「平成27年度実施状況
と評価」の取組８（12ページ）及び行動計画に内包さ
れている「板橋区ＤＶ防止基本計画（課題13～18）」
に基づき、関係各課・関係機関との連携体制の充実を
図りました。

区民、関係機関との連携を進めます。

「平成27年度実施状況と評価」の取組２（10ペー
ジ）、取組４（11ページ）及び、取組37、38（30ペー
ジ）において、区内大学と連携した普及・啓発を実施
しました。
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「板橋区特定事業主行動計画
の着実な推進」（45ページ）
参照

板橋区特定事業主行動
計画の着実な推進

①３歳に満たない子を養育している男性職員につ
いて、育児休業、部分休業、出産支援休暇、育児
参加休暇または連続５日以上の休暇取得率

②そのうち、育児休業の取得率

③３歳に満たない子を養育している女性職員につ
いて、育児休業、部分休業、または育児短時間勤
務の取得率

④小学校就学前の子どもがいる職員について、厚
生労働省指針が定める超過勤務上限目安時間
（360時間）を超える職員数

⑤厚生労働省指針が定める超過勤務上限目安時間
(360時間)を超える職員数

⑥年次有給休暇の取得率（繰越分は含まない）

⑦週休日の振替率（４時間超の勤務）

方策２　板橋区における男女平等参画の推進

①職員研修の充実

②女性管理職、係長職員増加に向けた取組

③職務分担の男女平等推進

事業等のチェック

③広報、パンフレット、ホームページ等を活用し
た区民への情報発信において

②イベントや会議の開催において

①計画策定や新規事業の企画等において

「板橋区における男女平等の
推進」（42～44ページ）参照

区職員の意識改革
チェック
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７－１ めざす姿ごとの成果指標一覧 

指    標 
現状値 
（直近値） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 
計画期間中 

の目標値 
（設定根拠） 

１
「
男
女
平
等
参
画
」
の
意
義
を
広
く
理
解
し
、
行
動
に
結
び
つ
く
社
会 

男女平等推進センター  

スクエアー・Ｉ（あい）

を知らない区民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

45.8％ 
平成21年度 

※１ ※１ ※1 

82.3％ 
平成26年度 

※1 

※1 

15.7％ 
（同調査における

地域センター・集

会室の割合） 

男女平等参画基本条例 

の認知度 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

6.6％ 
平成16年度 

― ― ― 19.5％ 
平成26年度 

― 

50％以上 
（女子差別撤廃

条約という用語

の認知度第３次

男女共同参画基

本 計 画 成 果 目

標） 

男女平等推進センター  

スクエアー・Ｉ（あい） 

利用者数 

17,080人 
平成21年度 

14,977人 
平成23年度 

15,598人 
平成24年度 

13,572人 
平成25年度 

13,027人 
平成26年度 

9,649人 
平成27年度 

20,000人 

区の審議会における女性

委員の比率 
28.8% 
平成22年度 

30.7% 
平成23年度 

28.9% 
平成24年度 

29.6％ 
平成25年度 

30.5％ 
平成26年度 

31.6％ 
平成27年度 

40% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

学校教育の場で男女の地

位は平等になっていると

感じる人の割合 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【区民】） 

65.5％ 
平成21年度 

― ― ― 5８.６％ 
平成26年度 

― 

68.1％以上 
（平成21年度男

女共同参画社会

に関する世論調

査：内閣府の数

値以上） 

２
生
涯
を
通
じ
て
男
女
が
個
性
と
能
力
を
発
揮
し
、 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会 

職場で男女の地位は平等

になっていると感じる人

の割合 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【区民】） 

19.1% 
平成21年度 

― ― ― 19.7% 
平成26年度 

― 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

障がい者が仕事や地域活

動に参加できると感じる 

区民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

10.4% 
平成21年度 

10.2％ 
平成23年度 

― 8.4% 
平成25年度 

― 15.2% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

高齢者が仕事や地域活動

に参加できると感じる区

民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

17.3％ 
平成21年度 

16.6％ 
平成23年度 

― 18.1% 
平成25年度 

― 22.5% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

健康づくりに取り組みや

すいと感じる区民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

30.1％ 
平成21年度 

35.6％ 
平成23年度 

― 35.8% 
平成25年度 

― 33.5% 
平成27年度 

56.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 
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指    標 
現状値 
（直近値） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 
計画期間中 

の目標値 
（設定根拠） 

３
男
女
が
仕
事
と
生
活
の
調
和
を
保
ち
活
躍
で
き
る
社
会 

仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）と

いう言葉と内容の認知度 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【事業所】） 

19.6% 
平成21年度 

― ― ― 23.2% 
平成26年度 

― 

50.0%以上 
（仕事と生活の調

和という用語の認

知度：第３次男女

共同参画基本計画

による成果目標） 

生活の優先度で希望と現

実が一致している人の割

合 

①「仕事」と「家庭生活」
をともに優先したい人のう
ち、現実に優先している人
の割合 

②「仕事」と「地域・個人
の生活」をともに優先した
い人のうち、現実に優先し
ている人の割合 

③「仕事」「家庭生活」
「地域・個人の生活」をと
もに優先したい人のうち、
現実に優先している人の割
合 

（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

 

 

 

 

 

① 

48.7% 

 
 

② 

25.8% 

 
 

③ 

19.2％ 
 

平成21年度 

― ― ― 

 

 

 

 

 

① 

23.1% 

 
 

② 

13.8% 

 
 

③ 

15.8％ 
 

平成26年度 

― 増やす 

ワーク・ライフ・バラン

ス認定事業者数 
― ― ２社 3社 3社 2社 

５社 
（１年×１社） 

一般事業主行動計画を策

定している事業所の割合 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【事業所】） 

5.1% 
平成21年度 

― ― ― 5.8% 
平成26年度 

― 

次世代育成支援対

策推進法に基づ

き、 

１０１人以上の事

業所は１００％を

めざす。 

１００人以下の事

業所は増やすこと

をめざす 

保育園の待機児数 
461人 
平成22年 

４月１日現在 

342人 
平成24年 

4月１日現在 

417人 
平成25年 

4月1日現在 

515人 

平成26年 

4月1日現在 

378人 
平成27年 

4月1日現在 

376人 
平成28年 

4月1日現在 
０人 

男性が一日あたりに家

事・育児に携わる時間数 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【区民】） 

30分 

未満が 

最多 
平成21年度 

― ― ― 

30分 

未満が 

最多 
平成26年度 

― 

２時間30分 
（育児・家事関連

時間：第３次男女

共同参画基本計画

成果目標） 

地域社会活動が活発で参

加しやすいと感じる区民

の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

12.3% 
平成21年度 

12.3% 
平成23年度 

― 18.8% 
平成25年度 

― 18.8% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

男女が平等に社会生活に

参加することができる 

と感じる区民の割合 

（板橋区区民満足度調査） 

22.９% 
平成21年度 

22.4% 
平成23年度 

― 18.5% 
平成25年度 

― 18.8% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 
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指    標 
現状値 
（直近値） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 
計画期間中 

の目標値 
（設定根拠） 

４
男
女
の
平
等
と
人
権
が 

尊
重
さ
れ
る
社
会 

配偶者からなぐったり

けったりなどの身体に

対する暴力行為を受け

た経験がある人の割合 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

12.9% 
平成21年度 

― ― ― 
13.9% 
平成26年度 

― なくす 

誰（どこ）に相談してよ

いかわからなかった人の

割合 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

7.2% 
平成21年度 

― ― ― 
4.3% 
平成21年度 

― なくす 

 

※１「男女平等推進センター スクエアー・Ｉ（あい）を知らない区民の割合（板橋区区民満足度調査）」は、

平成２３年度板橋区区民意識意向調査（区民満足度調査から改称）の実施にあたり、調査項

目を精査した際に「施設の利用度・満足度」の設問が削除されたため、平成２６年度の数値

は、同年度実施の「板橋区男女平等に関する意識・実態調査」において把握しました。 
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７－２ 板橋区における男女平等参画の推進 

 

条例の基本理念に則り、板橋区が率先して男女平等参画を推進していくとともに、区内

事業所のモデルとして特定事業主行動計画を着実に進めていくために、区役所における男

女平等参画の推進状況について「男女平等に対する配慮度の点検シート」を用いて「自己

点検」を行いました。 

 

（１）事業等のチェック 

全庁・全施策を対象に、施策の企画・立案・実施などの各段階において、第四次行 

動計画を踏まえて「男女平等参画の視点」が反映されているかを下記の項目の①～③ 

により点検しました。 

①計画策定や新規事業の企画等において 

（チェックの視点） 

 ・計画、事業の対象となる区民及びその現状を男女別に把握したか 

 ・企画、立案、実施の際、女性と男性双方の意見を聞いたか、また、双方が参加したか 

 ・事業の方向性を男女平等参画に配慮したか など 

②イベントや会議の開催において 

（チェックの視点） 

 ・事業の対象となる区民及びその現状を男女別に把握したか 

 ・企画、立案、実施の際、女性と男性双方の意見を聞いたか 

 ・女性、男性双方にとって利用しやすいような配慮をしたか など 

③広報、パンフレット、ホームページ等を活用した区民への情報発信において 

（チェックの視点） 

・性別による差別や固定的役割分担意識を助長するような表現になっていないかなど 

 

また、男女平等参画審議会から、第三次行動計画の実施評価以降「実施事業結果 

に関する男女別の経年変化が把握できるデータの収集の蓄積」の必要性が提言され 

ているため、データの有無について調査（④）を行いました。 

 

 ●調査結果 

［71の所属のうち、①～④に回答：39／③のみ回答：32］※（ ）は昨年度の結果 
 

項目内容 している していない 
どちらにも 

該当しない 

① 

計画策定や事業の企画、立案、実施の際、女

性と男性双方（区民または職員）の意見を聞

き、女性と男性の視点が計画や事業に盛り込

まれるようにしたか。 

32 

（36） 

0 

（0） 

7 

（3） 

男の役割・女の役割という固定的な性別役割

分担意識にとらわれない内容にしたか。 

23 

（28） 

0 

（0） 

16 

（11） 
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項目内容 している していない 
どちらにも 

該当しない 

② 
女性・男性双方が参加・利用しやすくなるよ

う工夫したか。 

28 

（30） 

0 

（0） 

11 

（9） 

③ 

広報、パンフレット、ホームページ等を活用

した区民への情報発信等において、性別によ

る差別や女の役割・男の役割等、固定的役割

分担意識を助長するような表現（文章・イラ

スト）や対応にならないよう配慮したか。 

53 

（58） 

０ 

（０） 

18 

（13） 

④ 

事業等を評価するために必要な男女別の実績

データが存在するか。 

(存在する) 

19 

（23） 

(存在しない) 

5 

（12） 

 

15 

（4） 

 ［注］窓口業務等「男女平等参画の浸透状況」を測る事業に該当がない所管課においては「③」 

の区民への情報発信における配慮についてのみ点検を行いました。 

 

 

●男女平等参画推進本部による評価と今後の方向 

 

区の計画策定や事業について、職務の性質上男女平等参画の視点を用いないものを除き、企

画・立案・実施の各段階で女性と男性双方の意見を聞き、双方の視点を盛り込んでおり、内容も

固定的性別役割分担意識にとらわれず実施されています。 

区民参加に関しては、男女の役割を決めつけず、女性・男性双方が参加・利用しやすいように

工夫されています。 

また、広報活動や情報発信においても、性別による差別や固定的役割分担意識を助長しないよ

うに表現や対応に配慮がされています。 

男女別データについては、性別による差別をしないという観点から、不必要な性別表記は行い

ませんが、男女平等の推進に寄与するものについては、必要に応じてデータを収集していきます。 

今後も引き続き職員の意識啓発を行い、区の事業に「男女平等参画の視点」が反映され

るよう職員に対する条例の理解と意識啓発を進めていきます。 

 

 

（２）区職員の意識改革チェック 

「男女平等参画の視点」から職員の意識改革や職場環境の点検を進めていくために、 

区役所における男女平等参画の推進状況について「自己点検」を行いました。 

① 職員研修の充実 

② 女性管理職、係長職員増加に向けた取組 

③ 職務分担の男女平等推進 

④及び⑤ 第四次行動計画では、「計画の推進体制の充実」を図るために区の審議 

会等における女性委員の委員比率の向上など第四次行動計画における重 

点項目に全庁的に取り組む体制を構築するとされています。④及び⑤に 

より、取組状況について調査を行いました。 
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●調査結果 

［調査該当所属数：７１］※（ ）は昨年度の結果 
 

項目内容 している していない 
どちらにも

該当しない 

① 

セクシュアル・ハラスメント等の防止な

ど人権侵害や不快な状況を起こさないた

めの取組をしているか。 

65 

（68） 

5 

（2） 

１ 

（1） 

② 
女性管理職・係長職員の増加に向けた取

組をしているか。 

55 

（59） 

9 

（3） 

7 

（9） 

③ 

男性が主要な業務を行い、女性が補助的

な業務を行うような慣行的役割分担とな

らないようにしているか。 

66 

（６7） 

０ 

（０） 

5 

（4） 

④ 
審議会等の付属機関に積極的に女性区民

を登用しているか。 

26 

（26） 

2 

（3） 

43 

（42） 

⑤ 

男女の参画が偏っている場合には、区民

や団体等に向けて積極的改善措置（ポジ

ティブ・アクション）を推奨している

か。 

11 

（13） 

７ 

（7） 

53 

（51） 

 

●男女平等参画推進本部による評価と今後の方向 

 

セクシュアル・ハラスメント等の各種ハラスメントや人権侵害の防止への取組について

は、人事課の職員研修や男女社会参画課による啓発の効果もあり、殆どの課において行わ

れています。取組を「していない」と回答した課がやや増加していますが、その回答理由

として「職員が当然意識するべきものであり、改めて取組はしていない」といったものが

多く見受けられました。現在は問題が生じていなくても日頃からの意識が大切ですので、

今後も研修や職員向けの推進ニュースなどで啓発を続けていきます。 

女性管理職・係長職員増加への取組については「していない」が６課増加しています。

男女を問わず受験率の向上が課題になっていますが、「男女問わず意欲のある人を優先さ

せたい」「昇任試験の受験はあくまで本人の意思であり、女性の昇任のみを積極的に後押

しすることはできない」といった意見が多数見受けられました。管理職・係長職がより魅

力的なものとなり、昇任意欲を醸成できるよう注力していく必要があります。 

職務分担に関しては、全課において、男女の性差によって、業務が差別的に割り振られ

ていないという結果になりました。平成23年度の調査開始からの5年間を通じて同様の結

果でした。 

また、審議会等については、女性委員が半数を超えている会議体がある一方で、登用が

進んでいないものも見られます。団体からの推薦や、専門性を要するといった事情もあり

ますが、慣例によるケースなど合理的な理由が乏しい場合には、女性の登用の社会的意義

について理解を促し、積極的に登用を働きかけていきます。 
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７－３ 板橋区特定事業主行動計画の着実な推進 

条例の基本理念に則り、板橋区が率先して男女平等参画を推進していくとともに、区内

事業所のモデルとして特定事業主行動計画※を着実に進めます。 

 

 ※第３期特定事業主行動計画の期間は平成27年度から平成31年度までの５年間 

  なお、改訂版で新たに設定された目標項目「女性管理職割合」については、策定時期が平成28年３月であるため表には掲載していない。 

 

目 標 項 目 
第２期 第３期 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

①３歳に満たない子を養育

している男性職員につい

て、育児休業、部分休

業、出産支援休暇、育児

参加休暇または連続５日

以上の休暇取得率 

48.67％ 68.18% 58.49% 71.15% 62.58% 57.43% 

【目標値】  40％以上 80％以上 

②そのうち、育児休業の取

得率 
6.19％ 6.06% 6.92% 7.05% 7.98% 10.81% 

【目標値】  10％以上 13％以上 

③３歳に満たない子を養育

している女性職員のうち

取得希望者について、育

児休業、部分休業または

育児短時間勤務の取得率 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

【目標値】  100％ 100％ 

④小学校就学前の子どもが

いる職員について、厚生

労働省指針が定める超過

勤務上限目安時間（360

時間）を超える職員数 

20名 32名 24名 17名 15名 18名 

【目標値】  5名以内 5名以内 

⑤厚生労働省指針が定める

超過勤務上限目安時間

（360時間）を超える 

職員数 

121名 107名 92名 74名 117名 103名 

【目標値】  20名以内 20名以内 

⑥年次有給休暇の取得率

（繰越分は含まない） 75.0% 73.0% 73.8% 72.3% 69.3% 69.1% 

【目標値】  85％以上 85％以上 

⑦週休日の振替率 

（４時間超の勤務） 91.5% 93.6% 95.3% 92.3% 90.3% 94.4％ 

【目標値】  100％ 100％ 
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Ⅰ行政委員会（地方自治法第180条の５）

名称 委員数 女性委員 割合(％)

教育委員会 5 1 20.0

選挙管理委員会 4 0 0.0

監査委員 4 1 25.0

農業委員会 12 0 0.0

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合(％)

4 2 50.0

Ⅱ付属機関

法律・条例により設置されているもの（地方自治法202条の３）

名称 委員数 女性委員 割合(％)

板橋区財産評価委員会 16 1 6.3

板橋区表彰審査会 13 1 7.7

板橋区行政不服審査会 3 1 33.3

板橋区情報公開及び個人情報保護審議会 15 4 26.7

板橋区情報公開及び個人情報保護審査会 5 2 40.0

板橋区男女平等参画苦情処理委員会 3 1 33.3

板橋区男女平等参画審議会 14 8 57.1

板橋区生活安全協議会 28 9 32.1

板橋区消防団運営委員会 17 1 5.9

板橋区立美術館運営協議会 10 2 20.0

板橋区介護認定審査会 119 39 32.8

板橋区国民健康保険運営協議会 14 4 28.6

板橋区健康づくり推進協議会 23 9 39.1

板橋区公害健康被害認定審査会 11 2 18.2

板橋区公害診療報酬等審査会 7 2 28.6

板橋区大気汚染障害者認定審査会 7 2 28.6

板橋区感染症診査協議会 12 1 8.3

板橋区民生委員推薦会 14 5 35.7

板橋区保健福祉オンブズマン 4 2 50.0

板橋区障がい者介護給付費等審査会 25 15 60.0

板橋区子ども・子育て会議 16 6 37.5

板橋区資源環境審議会 22 5 22.7

板橋区都市計画審議会 23 3 13.0

板橋区景観審議会 15 3 20.0

板橋区住宅対策審議会 15 7 46.7

板橋区建築審査会 6 1 16.7

建築紛争調整委員会 6 1 16.7

板橋区文化財保護審議会 9 1 11.1

板橋区青少年問題協議会 29 6 20.7

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合（％）

29 29 100.0
小計（②） 501 144 28.7

板橋区住宅基本条例

板橋区建築審査会条例

板橋区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調
整に関する条例

板橋区文化財保護条例

板橋区青少年問題協議会条例

板橋区保健福祉オンブズマン条例

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

板橋区子ども・子育て会議条例

板橋区資源環境審議会条例

都市計画法、板橋区都市計画審議会条例

板橋区景観条例

地域保健法、板橋区健康づくり推進協議会条例

公害健康被害の補償等に関する法律、板橋区公害
健康被害認定審査会条例

公害健康被害の補償等に関する法律、板橋区公害
診療報酬等審査会条例

板橋区大気汚染障害者認定審査会条例

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律、板橋区感染症診査協議会条例

民生委員法

板橋区男女平等参画基本条例

板橋区生活安全条例

特別区の消防団の設置等に関する条例

板橋区立美術館条例

板橋区介護保険条例

国民健康保険法、板橋区国民健康保険条例

板橋区財産評価委員会条例

板橋区表彰条例

板橋区行政不服審査会条例

板橋区情報公開及び個人情報保護審議会条例

板橋区情報公開及び個人情報保護審査会条例

板橋区男女平等参画基本条例

農業委員会等に関する法律

Ⅰ合計 25 2 8.0

根拠法

委員会・審議会等における女性の参画状況
（平成28年4月1日現在）

根拠法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

地方自治法第181条

地方自治法第195条

資料 １

49



Ⅲ設置要綱などにより、長の私的諮問機関として設置されている審議会等

名称 委員数 女性委員 割合(％)

政策会議 12 0 0.0

板橋区行政評価委員会 9 2 22.2

板橋区平和都市宣言記念事業実行委員会 13 1 7.7

新年賀詞交歓会実行委員会 15 0 0.0

板橋区入札監視委員会 5 2 40.0

板橋区個人情報保護に関する外部評価委員会 3 0 0.0

板橋区ワーク・ライフ・バランス推進企業表彰審査会 6 2 33.3

板橋区住民防災組織育成連絡協議会 42 1 2.4

板橋区国際交流連絡会 12 1 8.3

板橋農業まつり幹事会 16 0 0.0

板橋区産業活性化推進会議 11 1 9.1

板橋区立企業活性化センターオフィス利用審査会 5 0 0.0

板橋区立生活産業融合型工場ビル使用料減免審査会 8 0 0.0

板橋観光ボランティアガイド 53 23 43.4

板橋区消費者団体連絡会 9 8 88.9

板橋区消費生活展実行委員会 17 16 94.1

板橋区立ふれあい館指定管理者選定委員会 6 1 16.7

板橋区地域密着型サービス運営委員会 11 1 9.1

板橋区介護保険事業計画委員会 14 3 21.4

板橋区在宅医療推進協議会 15 5 33.3

板橋区災害医療連携会議 19 3 15.8

板橋区女性健康支援センター運営協議会 12 9 75.0

板橋区健康危機管理対策連絡会議 17 1 5.9

板橋区食品衛生推進員設置会議 14 2 14.3

板橋区地域精神保健福祉連絡協議会 15 4 26.7

板橋区地域ケア運営協議会 15 5 33.3

板橋区高齢者虐待防止連絡会議 18 5 27.8

板橋区高齢者等地域リハビリテーション連携会議 15 4 26.7

板橋区地域保健福祉計画推進協議会 15 6 40.0

板橋区地域自立支援協議会 15 8 53.3

板橋区立福祉園医療的ケア協議会 14 7 50.0

板橋区子育て支援員育成システム運営協議会 9 5 55.6

板橋区要保護児童対策地域協議会 27 9 33.3

エコポリス板橋環境行動会議 30 3 10.0

板橋区環境教育推進協議会 21 8 38.1

板橋区農と住に調和した街づくり連絡協議会 17 2 11.8

エイトライナー促進協議会 6 0 0.0

板橋区老朽建築物等対策協議会 17 2 11.8

板橋区居住支援協議会 15 1 6.7

デザインセンター設立準備会 7 0 0.0

板橋区交通安全協議会 43 0 0.0

板橋区緑と公園推進会議 10 4 40.0

板橋区特別支援教育連絡協議会 17 6 35.3

板橋区いじめ問題専門委員会 17 4 23.5

板橋区立郷土資料館運営協議会 9 1 11.1

板橋区立郷土芸能伝承館企画・運営協議会 13 4 30.8

板橋区学校支援地域本部連絡会 19 7 36.8

板橋区特別支援教育就学指導委員会 82 39 47.6

いたばしボローニャ子ども絵本館企画運営委員会 8 5 62.5

板橋区明るい選挙推進協議会 140 96 68.6

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合（％）

50 41 82.0

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合（％）

79 70 88.6
ⅡⅢ合計（②+③） 1459 461 31.6

いたばしボローニャ子ども絵本館企画運営委員会設置要綱

明るい選挙推進協議会規約

小計（③） 958 317 33.1

板橋区特別支援教育連絡協議会設置要綱

板橋区いじめ問題専門委員会規則

板橋区立郷土資料館運営協議会設置要綱

板橋区立郷土芸能伝承館企画・運営協議会要綱

板橋区学校支援地域本部事業実施要綱

板橋区特別支援教育就学指導委員会設置要綱

エイトライナー促進協議会設置要綱

板橋区老朽建築物等対策協議会設置要綱

板橋区住居支援協議会会則

デザインセンター設立準備会設置要綱

板橋区交通安全協議会設置要綱

板橋区緑と公園推進会議設置要綱

板橋区立福祉園における医療的ケアの実施に関する要綱

板橋区子育て支援者養成システム運営協議会設置要綱

板橋区要保護児童対策地域協議会設置要綱

エコポリス板橋環境行動会議設置要綱

板橋区環境教育推進協議会設置要綱

板橋区農と住に調和した街づくり連絡協議会規約

板橋区地域精神保健福祉連絡協議会設置要綱

板橋区地域ケア運営協議会設置要綱

板橋区高齢者虐待防止連絡会議設置要綱

板橋区高齢者等地域リハビリテーション連携会議設置要綱

板橋区地域保健福祉計画推進協議会設置要綱

板橋区地域自立支援協議会設置要綱

板橋区介護保険事業計画委員会設置要綱

板橋区在宅医療推進協議会設置要綱

板橋区災害医療連携会議設置要綱

女性健康支援センター運営協議会実施要綱

健康危機管理対策連絡会議設置要綱

板橋区食品衛生推進員連絡会設置要領

板橋区立生活産業融合型工場ビルの使用料の減免に係る要綱

板橋区観光ボランティア事業運営要領

板橋区消費者団体連絡会実施要領

板橋区消費生活展実施要領

板橋区立ふれあい館指定管理者候補団体の選定に関する要綱

板橋区地域密着型サービス運営委員会設置運営要綱

板橋区ワーク・ライフ・バランス推進企業表彰実施要綱

板橋区住民防災組織育成連絡協議会設置要綱

板橋区国際交流連絡会設置要綱

-
板橋区産業活性化推進会議設置要綱

板橋区立企業活性化センターオフィス利用審査会設置要綱

板橋区政策会議設置要綱

板橋区行政評価規程

板橋区平和都市宣言記念事業実行委員会設置要綱

新年賀詞交歓会実行委員会設置規約

板橋区入札監視委員会設置要綱

板橋区個人情報保護に関する外部評価委員会設置要綱

根拠法
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資料 2 

「めざす姿」「課題」平成23年度～平成27年度評価の推移 

めざす姿

(４) 課題（19） 取組№ 

審議会（外部）評価 推進本部（二次）評価  

23年度 24年度 総括※ 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

めざす姿１「男女平等参画」の意義を広く理解し、行動に
結びつく社会 Ｂ Ｂ＋ Ｂ Ｂ Ｂ＋ Ｂ Ｂ Ｂ 

 

１:行動に結びつく男女平等の意識
づくり 1～8 Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ Ｂ Ｂ 

２:学校等における男女平等教育・
学習の充実 9～10 Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

３:政策・方針決定過程等における
女性の参画促進 11～13 Ｃ Ｂ Ｂ－ Ｃ Ｂ Ｂ－  Ｂ－ Ｂ－ 

めざす姿２ 生涯を通じて男女が個性と能力を発揮し、安心
して暮らせる社会 Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

 

４:働く場における男女平等参画の
推進 14～18 Ｂ－ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

５:さまざまな困難を抱える男女が
安心して生活できる環境づくり 19～21 Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

６:高齢期に安心して生活できる環
境づくり 22～24 Ａ Ｂ＋ Ｂ＋ Ａ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

７:生涯にわたる心とからだの健康
支援 25～27 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ＋ Ａ Ａ Ａ 

めざす姿３ 男女が仕事と生活の調和を保ち活躍できる社会 Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

 

８:仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の普及・推進 28 Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ 

９:育児や介護を行う区民が働き続
けやすい環境の整備 29～30 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

10:子育て・高齢者・障がい者を支
援する福祉サービス等の充実 31～34 Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

11:男女がともに家庭生活を担うた
めの支援 35 Ｂ Ａ Ａ Ｂ＋ Ａ Ｂ Ｂ＋ Ａ 

12:男女がともに地域活動に参画す
るための支援 36 Ｂ＋ Ａ Ａ Ｂ＋ Ａ Ａ Ａ Ａ 

めざす姿４ 男女の平等と人権が尊重される社会 Ｂ＋ Ａ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

 

13:女性に対するあらゆる暴力を許
さない社会へ向けた啓発・教育 37～38 Ｂ Ａ Ｂ＋ Ｂ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ Ｂ＋ 

14:ＤＶ被害者の立場に立った相談
体制の構築 39～41 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ＋ Ａ Ｂ＋ Ｂ＋ 

15:緊急時における被害者の安全確
保と適切な支援 42 Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

16:ＤＶ被害者が自立するための支
援 43～46 Ｂ＋ Ａ Ａ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ａ 

17:関係機関等との連携推進 47 Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ＋ 

18:人材育成の推進 48 Ａ Ａ Ｂ＋ Ａ Ｂ＋ Ａ Ａ Ａ 

19:性別等に基づくあらゆる人権侵
害や暴力等への対応 49～51 Ｂ－ Ｂ＋ Ｂ＋ Ｂ Ｂ＋ Ｂ Ｂ Ｂ＋ 

 
 

Ａ 4 8 5 4 2 4 3 5 

Ｂ＋ 8 12 13 12 17 11 13 13 

Ｂ 7 3 4 5 4 7 6 4 

Ｂ－ 2 0 1 0 0 1 1 1 

Ｃ 2 0 0 2 0 0 0 0 

  

※審議会の総括評価（平成27年８月答申・ 
平成27年度分は見込み） 
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東京都板橋区男女平等参画基本条例 
 

 

平成 15年３月６日 

東京都板橋区条例第８号 

 

 

すべての区民が、個人としての尊厳を重んじられ、

性別による差別的な取扱いを受けることなく、個人と

しての能力を発揮し、ともに住みよいまちをつくる男

女平等参画社会の実現は、私たちの願いです。 

しかし、社会における制度や慣行の中には、性別に

よる固定的な役割分担など、男女の個人としての能力

の発揮や活動の選択を制限するものがあり、これらの

解消には、なお一層の努力が必要です。 

板橋区では、人間性を尊重し、区民一人ひとりが地

域の問題解決に自ら主体的に参加し、連帯していくこ

との中から生まれた地域からの発想を重視し、すべて

の人が互いに理解し支えあい、ともに生きるまちづく

りに取り組んでいます。 

そのためにも、男女が、個人としての自己の意思と

責任によって選択した多様な生き方が尊重され、子の

養育、家族の介護などの家庭生活と、職場や地域など

における社会活動との両立ができ、様々な分野での政

策や方針の決定過程に参画できる板橋区をつくること

が必要です。 

ここに、男女があらゆる分野における活動にともに

参画し、利益を享受し、責任を担う男女平等参画社会

の実現を図るため、この条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女平等参画社会の形成に関し、

基本理念を定め、板橋区（以下「区」という。）、区

民及び事業者・民間団体の責務を明らかにするとと

もに、協調と連携を図りながら男女平等参画社会の

形成に関する施策（以下「男女平等参画施策」とい

う。）を総合的かつ計画的に推進することにより、

区民すべての人権が尊重され、性別による差別のな

い社会を築き、もって豊かで活力ある地域社会を実

現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 男女平等参画社会 男女が、性別にかかわり

なく個人として尊重され、一人ひとりにその個性

と能力を発揮する機会が確保されることにより、

対等な立場で社会のあらゆる分野における活動

に共に参画し、利益を享受し、責任を担う社会を

いう。 

(２) 積極的改善措置 社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会についての男女間の格

差を改善するため、必要な範囲において、男女の

いずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供す

ることをいう。 

 

(３) 区民 区の区域内（以下「区内」という。）に

居住し、通勤し、通学し、又は区内で活動するす

べての個人をいう。 

(４) 事業者・民間団体 営利、非営利等の別にか

かわらず、区内において事業・社会活動を行うす

べての個人、法人及び団体をいう。 

(５) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動に

より当該言動を受けた個人の心身に苦痛を与え、

若しくは生活の環境を害すること又は性的な言動

を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与

えることをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女平等参画社会を形成するため、次に掲げ

る事項を基本理念として定める。 

(１) 男女の個人としての人権が尊重され、性別に

よる差別的な取扱いを受けない社会を実現するこ

と。 

(２) 男女平等参画社会の形成を阻害する社会制度

や慣行が是正され、男女が性別にかかわらず、そ

の個性や能力を発揮する機会が確保されること。 

(３) 男女が、社会の対等な構成員として、様々な

分野における活動の方針決定の過程に参画する機

会が確保されるとともに責任を担うこと。 

(４) 男女一人ひとりが、自立した個人としてその

能力を十分に発揮し、性別による固定的な役割分

担にとらわれることなく、自己の意思と責任によ

る多様な生き方の選択が尊重されること。 

(５) 男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子

の養育、家族の介護等の家庭生活と、職場、地域

等における社会活動を両立することができるよう

に環境が整備されること。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第４条 何人も、あらゆる場において、性別による差

別的取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハ

ラスメントを行ってはならない。 

３ 何人も、配偶者間等男女間のあらゆる暴力行為又

は精神的に著しく苦痛を与える行為を行ってはなら

ない。 

（区の責務） 

第５条 区は、男女平等参画社会の形成を主要な政策

として位置付け、基本理念にのっとり、男女平等参

画施策を策定し、総合的かつ計画的に推進するもの

とする。 

２ 区は、男女平等参画社会の形成を推進するために、

必要な体制を整備し、及び財政上の措置を講じるも

のとする。 

（区民の責務） 

第６条 区民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、

学校、地域その他社会の様々な活動の場において、

男女平等参画社会の形成に向けて取り組むよう努め

るものとする。 

２ 区民は、区及び事業者・民間団体との連携を図り、

男女平等参画社会の形成を積極的に推進するものと

する。 

 

資料 ２ 

資料 3 



53 

（事業者・民間団体の責務） 

第７条 事業者・民間団体は、基本理念にのっとり、

男女平等参画社会の形成についての理解と認識を

深め、事業・社会活動を行うに当たり、男女平等参

画を促進するものとする。 

２ 事業者・民間団体は、区及び区民との連携を図り、

男女平等参画社会の形成を積極的に推進するものと

する。 
 

第２章 基本的施策 

（行動計画） 

第８条 区長は、男女平等参画施策を総合的かつ計画

的に推進するため、男女平等参画社会実現のための

行動計画（以下「行動計画」という。）を策定し、

公表しなければならない。 

２ 区長は、行動計画を策定するに当たっては、あら

かじめ区民及び事業者・民間団体の意見、実態等を

把握するために必要な措置を講じるとともに、第 22

条に規定する東京都板橋区男女平等参画審議会に

諮問しなければならない。 

３ 区長は、行動計画の実施状況報告書を毎年１回作

成し、公表しなければならない。 

（男女平等参画の促進） 

第９条 区長は、男女平等参画を促進するため、区の

付属機関等の委員の男女構成について行動計画に

数値目標を定め、積極的改善措置を講じ、男女間の

均衡を図るものとする。 

２ 区長は、男女平等参画の促進に必要と認める場合、

事業者・民間団体に対し、雇用の分野における男女

の参画状況等について助言を行うことができる。 

（調査、研究等） 

第 10 条 区は、男女平等参画社会の形成に関し、必要

な調査、研究並びに情報の収集及び分析を行うもの

とする。 

（教育及び啓発の推進） 

第 11 条 区は、男女平等参画社会の形成に関し、学校

教育その他の教育及び啓発活動を通じて、区民及び

事業者・民間団体の理解を深めるよう適切な措置を

講じるものとする。 

（普及広報） 

第 12 条 区は、男女平等参画社会について、区民及び

事業者・民間団体の理解を促進するために必要な普

及広報活動に努めるものとする。 

（事業者・民間団体への支援） 

第 13 条 区は、男女平等参画を推進する事業者・民間

団体への支援に努めるものとする。 
 

第３章 推進体制 

（男女平等参画推進本部の設置） 

第 14 条 区は、区長を本部長とする男女平等参画推進

本部を設置する。 

２ 男女平等参画推進本部は、男女平等参画施策を総

合的に企画し、進行を管理し、及び実施結果を評価

し、並びに調整を行うものとする。 

（男女平等推進センターの設置） 

第 15 条 男女平等参画社会の形成に関し、区民活動の

支援、相談、情報収集等の男女平等参画施策を推進

する拠点施設として、東京都板橋区立男女平等推進

センターを設置する。 

第４章 苦情処理 

（苦情の申立て） 

第 16 条 区民又は事業者・民間団体は、次に掲げる事

項について、次条に規定する東京都板橋区男女平等

参画苦情処理委員会に苦情の申立てをすることがで

きる。 

(１) 区が実施する施策のうち、男女平等参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる事項 

(２) 男女平等参画社会の形成を阻害すると認めら

れる事項 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項につい

ては苦情の申立てをすることができない。 

(１) 裁判所において係争中の事項又は判決等のあ

った事項 

(２) 法令の規定により、不服申立てを行っている

事項又は不服申立てに対する裁決若しくは決定の

あった事項 

(３) 区議会で審議中又は審議が終了した事項 

(４) この条例に基づく東京都板橋区男女平等参画

苦情処理委員会の判断に関する事項 

（苦情処理委員会の設置） 

第 17条 前条第１項に規定する苦情の申立てを処理す

るために、東京都板橋区男女平等参画苦情処理委員

会（以下「苦情処理委員会」という。）を設置する。 

（苦情処理委員会の組織等） 

第 18 条 苦情処理委員会は、男女平等参画社会の形成

に深い理解と識見を有する者のうちから区長が委嘱

する委員３人により組織する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（苦情処理委員会の職務等） 

第 19 条 苦情処理委員会は、次に掲げる職務を公正、

迅速かつ適切に行う。 

(１) 第 16 条第１項第１号の規定に基づく苦情の

申立てに係る施策を実施する機関に対して、説明

を求め、関係書類等の閲覧又は写しの提出を求め、

必要があると認めるときは、区長に対して是正そ

の他の措置を講じるよう勧告すること。 

(２) 第 16 条第１項第２号の規定に基づく苦情の

申立てに係る関係者に対して、必要に応じて当該

関係者の同意を得た上で、資料の提出若しくは説

明を求め、又は当該関係者に助言若しくは是正の

要望をするよう区長に要請すること。 

(３) 苦情の申立ての処理状況について、毎年度区

長に報告すること。 

２ 区長は、前項第１号及び第２号の規定による苦情

処理委員会からの勧告又は要請を受けたときは、そ

の趣旨を尊重し、適切な措置を講じるものとする。 

３ 苦情処理委員会は、必要に応じ専門的な知識等を

有する者から助言を受けることができる。 
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（委員の守秘義務） 

第 20 条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も、同様とする。 

（委員の解嘱） 

第 21 条 区長は、委員が心身の故障で職務の遂行に耐

え得ないと認めるとき又は職務上の義務違反その

他委員としてふさわしくない行為があると認める

ときは、これを解嘱することができる。 

２ 委員は、前項の規定による場合のほか、その意に

反して解嘱されることはない。 

第５章 東京都板橋区男女平等参画審議会 

（設置） 

第 22 条 男女平等参画社会の形成を推進するために、

東京都板橋区男女平等参画審議会（以下「審議会」

という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第 23 条 審議会は、次に掲げる事項について、区長の

諮問に応じ審議し、答申する。 

(１) 行動計画の策定に関する基本的な考え方 

(２) 行動計画の実施結果に関する評価 

(３) その他男女平等参画社会の形成に関する重

要事項 

（審議会の組織等） 

第 24 条 審議会は、区長が委嘱する委員 15 人以内を

もって組織し、男女いずれか一方の委員の数は、委

員総数の 10 分の６を超えないものとする。 

（委員の任期） 

第 25 条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。た

だし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

第６章 雑則 

（委任） 

第 26 条 この条例の施行に関し必要な事項は、板橋区

規則で定める。 

付 則 

この条例は、平成 15 年４月１日から施行する。た

だし、第４章の規定は、同年 10 月１日から施行する。 
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東京都板橋区男女平等参画  

基本条例施行規則 

 

平成15年４月１日 

東京都板橋区規則第41号 

 

改正 平成16年３月26日規則第17号 

平成17年３月30日規則第13号 

          平成18年３月31日規則第21号 

          平成19年３月30日規則第24号 

          平成20年３月21日規則第16号 

          平成22年３月31日規則第20号 

          平成23年２月23日規則第５号 

平成23年５月31日東京都板橋区規則第46号 

平成24年３月30日東京都板橋区規則第24号 

平成25年３月29日東京都板橋区規則第36号 

平成27年３月31日東京都板橋区規則第21号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東京都板橋区男女平等参画基本

条例（平成15年板橋区条例第８号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（推進本部の構成） 

第２条 条例第14条に規定する男女平等参画推進本部

（以下「推進本部」という。）は、本部長、副本部

長及び本部員をもって構成する。 

２ 副本部長は、副区長をもって充てる。 

３ 本部員は、教育長及び常勤の監査委員並びに東京

都板橋区組織規則（昭和46年板橋区規則第５号）第

８条第１項に規定する部長、保健所長、会計管理者、

教育委員会事務局次長、選挙管理委員会事務局長、

監査委員事務局長及び区議会事務局長の職にある者

をもって充てる。 

     一部改正〔平成18年規則21号・19年24号・

20年16号・23年５号〕 

（所掌事務） 

第３条 推進本部は、条例第14条第２項に定めるもの

のほか、本部長が必要と認める事務を所掌する。 

（会議） 

第４条 推進本部は、本部長が招集し、主宰する。 

２ 本部長に事故あるときは、副本部長がその職務を

代理する。 

３ 本部長は、特に必要があると認めるときは、前条

に定める所掌事務に関係する職員に推進本部への出

席を求め、意見を聴くことができる。 

（幹事会） 

第５条 推進本部で決定した施策等を実施するために

必要な事項を協議し、調整等を行うため、推進本部

に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

４ 幹事は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

５ 幹事会は、幹事長が招集し、主宰する。 

６ 幹事長に事故あるときは、幹事長があらかじめ指

名する幹事がその職務を代理する。 

一部改正〔平成20年規則16号・27年21号〕 

（苦情処理委員会の構成） 

第６条 条例第17条に規定する東京都板橋区男女平等

参画苦情処理委員会（以下「苦情処理委員会」とい

う。）の構成員のうち１人以上は、法律に関する専

門知識を有する者から委嘱するものとする。 

２ 委員は、男性及び女性それぞれ１人以上とする。 

（会議の運営等） 

第７条 苦情処理委員会に、代表委員を置く。 

２ 代表委員は、委員の互選により定める。 

３ 苦情処理委員会は、代表委員が招集する。 

４ 代表委員に事故あるときは、代表委員があらかじ

め指名する委員がその職務を代理する。 

５ 苦情処理委員会は、委員２人以上の出席がなけれ

ば会議を開くことができない。 

６ 苦情処理委員会の職務は、委員の合議により行う。 

（苦情の申立て） 

第８条 条例第16条第１項に規定する苦情の申立て

（以下「申立て」という。）をしようとする者は、

苦情処理申立書（別記第１号様式）を苦情処理委員

会に提出しなければならない。 

２ 苦情処理委員会は、申立てがあった場合には、申

立受付処理台帳（別記第２号様式）により申立ての

受付処理状況を記録する。 

（苦情申立事項の調査） 

第９条 苦情処理委員会は、申立てが条例第16条第１

項第１号に掲げる事項に該当すると認めるときは、

当該申立てに係る区の機関に対して調査実施通知書

（別記第３号様式）により通知し、調査を行うもの

とする。 

２ 苦情処理委員会は、申立てが条例第16条第１項第

２号に掲げる事項に該当すると認めるときは、当該

申立てに係る関係者に対して調査実施依頼書（別記

第４号様式）により同意を得た上で、調査を行うも

のとする。 

３ 苦情処理委員会は、申立て内容のうち、社会制度

又は慣行に関する事項について、広く意見を求め判

断に資することが適当と認めるときは、申立ての概

要及び調査方法等を公表し、区民から意見を求める

ものとする。 

４ 苦情処理委員会は、申立てが条例第16条第１項各

号のいずれにも該当しないと認めるとき又は同条第

２項各号のいずれかに該当すると認めるときは、調
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査を行わないものとし、速やかに当該申立人に対し、

苦情処理結果通知書（別記第５号様式）により通知

しなければならない。 

５ 苦情処理委員会は、申立ての処理経過を処理経過

記録票（別記第６号様式）に記録し、申立受付処理

台帳に添付して保管する。 

（区長への勧告又は要請） 

第10条 苦情処理委員会は、前条第１項及び第２項の

調査に基づき、条例第19条第１項第１号の規定によ

る区長への勧告又は同項第２号の規定による区長へ

の要請が必要であると認めるときは、速やかに勧

告・要請書（別記第７号様式）により勧告又は要請

を行うものとする。 

（苦情処理結果通知） 

第11条 苦情処理委員会は、申立てを受けた日の翌日

から起算して３月以内に、苦情処理結果通知書によ

り、調査の結果及び区長に対する勧告又は要請の有

無を当該申立人に通知しなければならない。 

２ 苦情処理委員会は、前項に規定する期間内に通知

ができない場合は、理由を付して当該申立人に処理

経過を報告しなければならない。 

（措置結果の通知） 

第12条 区長は、勧告・要請書の送付を受けた日の翌

日から起算して１月以内に、当該勧告又は要請に係

る措置結果を苦情処理委員会及び当該申立人に通知

しなければならない。 

２ 区長は、前項に規定する期間内に通知ができない

場合は、理由を付して苦情処理委員会及び当該申立

人に措置経過を報告しなければならない。 

（苦情処理の年次報告） 

第13条 条例第19条第１項第３号に規定する苦情の申

立ての処理状況の報告は、次に掲げる事項を記載し

た文書により、会計年度終了後速やかに行わなけれ

ばならない。 

(１) 苦情の申立ての件数 

(２) 苦情の申立て処理件数 

(３) 処理結果の要旨 

（男女平等参画審議会の構成） 

第14条 条例第22条に規定する東京都板橋区男女平等

参画審議会（以下「審議会」という。）は、次に掲

げる者のうちから区長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 関係団体の構成員 

(３) 関係機関の職員 

(４) 公募に応じた区民 

（委員の再任） 

第15条 前条第１号に掲げる者のうちから委嘱した委

員の再任は、２回を超えることはできない。 

２ 前条第２号から第４号までに掲げる者のうちから

委嘱した委員は、再任することができない。 

３ 区長が特に必要と認めるときは、前２項の規定に

かかわらず、再任することができる。 

（会長及び副会長） 

第16条 審議会に会長及び副会長１人を置き、それぞ

れ委員の互選によりこれを定める。 

（会長及び副会長の職務） 

第17条 会長は、審議会を代表し、会務を掌理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、 

その職務を代理する。 

（招集） 

第18条 審議会は、会長が招集する。 

（定足数及び表決数） 

第19条 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、

会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって

決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

（意見の聴取） 

第20条 会長は、審議に際し、必要と認めるときは、

関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（幹事） 

第21条 審議会に幹事を置く。 

２ 幹事は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

３ 幹事は、会議に出席して意見を述べることができ

る。 

一部改正〔平成20年規則16号・27年21号〕 

（会議の公開） 

第22条 審議会の会議は、公開する。ただし、審議会

の決定により非公開とすることができる。 

（事務局） 

第23条 推進本部、苦情処理委員会及び審議会の事務

局を総務部男女社会参画課に置く。 

一部改正〔平成16年規則17号・22年20号・

27年21号〕 

（委任） 

第24条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、

区長が別に定める。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第６

条から第13条までの規定は、平成15年10月１日から施

行する。 

付 則（平成16年３月26日規則第17号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

付 則（平成17年３月30日規則第13号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。（後

略） 

付 則（平成18年３月31日規則第21号抄） 

 （施行期日） 



57 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

付 則（平成19年３月30日規則第24号抄） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

   付 則（平成20年３月21日規則第16号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。（後

略） 

   付 則（平成22年３月31日規則第20号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

付 則（平成23年２月23日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成23年５月31日東京都板橋区規則第

46号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年６月１日から施行する。 

付 則（平成24年３月30日東京都板橋区規則第

24号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。（後

略） 

付 則（平成25年３月29日東京都板橋区規則第36

号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

付 則（平成27年３月31日東京都板橋区規則第21

号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（別表略） 

（様式略） 
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東京都板橋区男女平等参画推進本部名簿 

 

 

 

 

 

東京都板橋区男女平等参画推進本部幹事会名簿 
         幹事長 総務部長 

 

 

 

役 職 構 成 員 

本 部 長 区 長 

副本部長 副 区 長 

本 部 員 教 育 長 

常 勤 監 査 委 員 

政 策 経 営 部 長 

総 務 部 長 

危 機 管 理 室 長 

区 民 文 化 部 長 

産 業 経 済 部 長 

健 康 生 き が い 部 長 

保 健 所 長 

福 祉 部 長 

子 ど も 家 庭 部 長 

資 源 環 境 部 長 

都 市 整 備 部 長 
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教育委員会事務局次長 

選挙管理委員会事務局長 

監 査 委 員 事 務 局 長 

区 議 会 事 務 局 長 

所  属 構 成 員 

政 策 経 営 部 
政 策 企 画 課 長 

広 聴 広 報 課 長 

総  務  部 

総 務 課 長 

人 事 課 長 

男 女 社 会 参 画 課 長 

危 機 管 理 室 
防 災 危 機 管 理 課 長 

地 域 防 災 支 援 課 長 

区 民 文 化 部 
地 域 振 興 課 長 

戸 籍 住 民 課 長 

産 業 経 済 部 産 業 振 興 課 長 

健康生きがい部 

長 寿 社 会 推 進 課 長 

国 保 年 金 課 長 

健 康 推 進 課 長 

予 防 対 策 課 長 

板橋健康福祉センター所長 

おとしより保健福祉センター所長 

福  祉  部 

管 理 課 長 

障 が い 者 福 祉 課 長 

赤 塚 福 祉 事 務 所 長 

子ども家庭部 

子 ど も 政 策 課 長 

保 育 サ ー ビ ス 課 長 

子ども家庭支援センター所長  

資 源 環 境 部 環 境 課 長 

都 市 整 備 部 
都 市 計 画 課 長 
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土  木  部 管 理 課 長 

教育委員会事務局 
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指 導 室 長 
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